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【改正なし】

雇児発０５２９第１４号

平成２６年５月２９日

【一部改正】 雇児発０９３０第１６号

平成２６年９月３０日

【一部改正】 雇児発 0521 第９号

平成２７年５月 21 日

各 都道府県知事 殿

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

（ 公 印 省 略 ）

子育て短期支援事業の実施について

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第６条の３第

３項に規定する市町村が実施する事業（以下「子育て短期支援事業」という。）

について、今般、別紙のとおり「子育て短期支援事業実施要綱」を定め、平成

２６年４月１日から適用することとしたので通知する。

ついては、管内市町村（特別区及び一部事務組合を含む。）に対して周知を

お願いするとともに、本事業の適正かつ円滑な実施に期されたい。

資料１
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別紙

子育て短期支援事業実要施綱

１ 事業の目的

この事業は、保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育す

ることが一時的に困難となった場合及び経済的な理由により緊急一時的に母

子を保護することが必要な場合等に、児童養護施設その他の保護を適切に行

うことができる施設（以下「実施施設」という。）において一定期間、養育・

保護を行うことにより、これらの児童及びその家庭の福祉の向上を図ること

を目的とする。

２ 実施主体

実施主体は、市町村(特別区及び一部事務組合を含む。)とする。

なお、市町村が認めた者へ委託を行うことができる。

３ 事業の種類及び内容

(1) 短期入所生活援助（ショートステイ）事業

ア 事業内容

市町村は、保護者が疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上又は

環境上の理由により家庭において児童を養育することが一時的に困難

になった場合や経済的な理由により緊急一時的に母子を保護すること

が必要な場合等に実施施設において養育・保護を行うものとする。

イ 対象者

この事業において対象となる者は、次に掲げる事由に該当する家庭の

児童又は母子等とする。

（ア） 児童の保護者の疾病

（イ） 育児疲れ、慢性疾患児の看病疲れ、育児不安など身体上又は

精神上の事由

（ウ） 出産、看護、事故、災害、失踪など家庭養育上の事由
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（エ） 冠婚葬祭、転勤、出張や学校等の公的行事への参加など社会

的な事由

（オ） 経済的問題等により緊急一時的に母子保護を必要とする場合

ウ 利用の期間

養育・保護の期間は７日以内とする。ただし、市町村が必要があると

認めた場合には、必要最小限の範囲内でその期間を延長することがで

きる。

(2) 夜間養護等（トワイライトステイ）事業

ア 事業内容

市町村は、保護者が、仕事その他の理由により平日の夜間又は休日に

不在となり家庭において児童を養育することが困難となった場合その

他の緊急の場合において、その児童を実施施設において保護し、生活

指導、食事の提供等を行うものとする。

イ 対象者

この事業において対象となる者は、保護者の仕事等の理由により、平

日の夜間又は休日に不在となる家庭の児童とする。

４ 実施施設等

（1） この事業は、児童養護施設、母子生活支援施設、乳児院、保育所、フ

ァミリーホーム等住民に身近であって、適切に保護することができる施

設で実施するものとする。

(2) 児童等の近隣に実施施設がないこと等により必要な養育・保護を行う

ことが困難である場合には、実施施設は、あらかじめ登録している保育士、

里親等（市町村が適当と認めた者。以下「里親等」という。）に委託する

ことができるものとする。

(3) 実施施設において、保育士、里親等に委託する場合には、委託された

者の居宅において又は当該児童の居宅に派遣して養育・保護を行うもの

とする。

(4) 実施施設は、児童の養育に経験を有する保育士、里親等を複数登録し

ておくこと。
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(5) 夜間養護等（トワイライトステイ）事業の実施施設は、児童等の安全

性の確保等のため、保育所や学校、居宅等への児童の送迎に努めること。

５ 留意事項

(1) 市町村は、この事業の実施にあたっては、本制度の周知徹底を図るこ

と。

(2) 市町村は、あらかじめ利用を希望する者を登録するとともに、実施施

設の受け入れ体制等を常に把握しておくなど事業の円滑かつ効果的な運

営に努めること。

(3) 市町村は、利用の申請があった場合には、速やかに決定を行うこと。

ただし、特に緊急を要する場合にあっては、利用の申請等の手続きは、

事後とするなど保護者の利便を考慮し、弾力的な運営に努めること。

なお、ひとり親家庭からの利用の申請があった場合には、ひとり親家

庭を利用の必要性が高いものとして優先的に取り扱うなど特別の配慮

をすること。

(4) 事業の実施にあたっては、利用する者及び関係者の安全性の確保に十

分配慮すること。

(5) 一時預かり事業や子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・

センター事業）との連携等他の関連サービスとの十分な調整を行うとと

もに、児童相談所、福祉事務所、母子・父子自立支援員、民生委員・児

童委員等の関係機関と十分な連携をとること。

６ 費 用

本事業に要する費用の一部について、国は別に定めるところにより補助す

るものとする。
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「
母
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
及
び
父
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
事
業
の
実
施
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
新
旧
対
照
表
（
案
）

改
正
後

現
行

全
文
改
正

雇
児

発
０

９
３

０
第

３
号

平
成

２
６

年
９

月
３

０
日

一
部
改
正

雇
児

発
０

４
１

０
第

８
号

平
成

２
７

年
４

月
１

０
日

一
部
改
正

雇
児

発
１

２
０

９
第

１
号

平
成

２
７

年
１

２
月

９
日

一
部
改
正

雇
児

発
0
3
3
1
第

2
0
号

平
成

２
８

年
３

月
３

１
日

一
部
改
正

雇
児

発
0
3
3
1
第

2
0
号

平
成

２
９

年
３

月
２

９
日

一
部
改
正

子
発

※
※

第
※

※
号

平
成

※
年

※
月

※
日

都
道

府
県

知
事

各
指

定
都

市
市

長
殿

中
核

市
市

長

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長

（
公

印
省

略
）

母
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
及
び
父
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
事
業
の
実
施
に
つ
い
て

母
子
家
庭
の
母
等
は
、
十
分
な
準
備
の
な
い
ま
ま
就
業
す
る
こ
と
に
よ
り
、
生
計
を
支
え
る
た
め
に
十
分
な
収

入
を
得
る
こ
と
が
困
難
な
状
況
に
あ
る
場
合
が
多
い
こ
と
か
ら
、
就
業
支
援
を
柱
と
し
た
母
子
家
庭
等
に
対
す
る

総
合
的
な
自
立
支
援
策
を
平
成
15
年
度
か
ら
本
格
的
に
展
開
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
そ
の
一
環
と
し
て
、
母

子
家
庭
の
母
等
の
就
業
を
よ
り
効
果
的
に
促
進
す
る
た
め
に
実
施
し
て
い
る
「
母
子
家
庭
等
自
立
支
援
給
付
金
事

業
」
に
つ
い
て
は
、
今
般
の
次
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
の
健
全
な
育
成
を
図
る
た
め
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策

推
進
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
等
を
踏
ま
え
、
「
母
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
及
び
父
子
家
庭
自
立
支
援
給

付
金
事
業
」
に
改
称
し
、
次
に
よ
り
平
成
26
年
10
月
１
日
よ
り
適
用
す
る
こ
と
と
し
た
の
で
、
本
事
業
の
適
正
か

つ
円
滑
な
実
施
を
図
ら
れ
た
く
通
知
す
る
。

ま
た
、
母
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
及
び
父
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
の
支
給
等
に
当
た
っ
て
は
、
本
通
知
に

全
文
改
正

雇
児
発
０
９
３
０
第
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号

平
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年
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月
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０
日

一
部
改
正

雇
児
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０
第
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平
成
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１
０
日

一
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発
１
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１
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平
成
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１
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９
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一
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改
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0
3
3
1
第

2
0
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平
成
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年
３

月
３

１
日

一
部
改
正

雇
児

発
0
3
3
1
第

2
0
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平
成

２
９

年
３

月
２

９
日

都
道

府
県

知
事

各
指

定
都

市
市

長
殿

中
核

市
市

長

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長

（
公

印
省

略
）

母
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
及
び
父
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
事
業
の
実
施
に
つ
い
て

母
子
家
庭
の
母
等
は
、
十
分
な
準
備
の
な
い
ま
ま
就
業
す
る
こ
と
に
よ
り
、
生
計
を
支
え
る
た
め
に
十
分
な
収

入
を
得
る
こ
と
が
困
難
な
状
況
に
あ
る
場
合
が
多
い
こ
と
か
ら
、
就
業
支
援
を
柱
と
し
た
母
子
家
庭
等
に
対
す
る

総
合
的
な
自
立
支
援
策
を
平
成
15
年
度
か
ら
本
格
的
に
展
開
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
そ
の
一
環
と
し
て
、
母

子
家
庭
の
母
等
の
就
業
を
よ
り
効
果
的
に
促
進
す
る
た
め
に
実
施
し
て
い
る
「
母
子
家
庭
等
自
立
支
援
給
付
金
事

業
」
に
つ
い
て
は
、
今
般
の
次
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
の
健
全
な
育
成
を
図
る
た
め
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策

推
進
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
等
を
踏
ま
え
、
「
母
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
及
び
父
子
家
庭
自
立
支
援
給

付
金
事
業
」
に
改
称
し
、
次
に
よ
り
平
成
26
年
10
月
１
日
よ
り
適
用
す
る
こ
と
と
し
た
の
で
、
本
事
業
の
適
正
か

つ
円
滑
な
実
施
を
図
ら
れ
た
く
通
知
す
る
。

ま
た
、
母
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
及
び
父
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
の
支
給
等
に
当
た
っ
て
は
、
本
通
知
に

資料２
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改
正
後

現
行

よ
る
ほ
か
、
母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉
法
施
行
令
及
び
母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉
法
施
行
規
則
の

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
各
都
道
府
県
知
事
に
お
か
れ
て
は
、
貴
管
内
市
（
特
別
区
を
含
み
、
指
定

都
市
及
び
中
核
市
を
除
く
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
設
置
町
村
に
対
し
て
、
こ
の
旨
周
知
さ
れ
る
よ
う
お
願
い
す

る
。 な

お
、
本
通
知
は
地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
）
第
24
5条

の
４
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
技
術
的

助
言
で
あ
る
こ
と
を
申
し
添
え
る
。

本
通
知
の
施
行
に
伴
い
、
平
成
25
年
５
月
16
日
雇
児
発
05
16
第
７
号
本
職
通
知
「
母
子
家
庭
等
自
立
支
援
給
付

金
事
業
の
実
施
に
つ
い
て
」
は
、
廃
止
す
る
。

第
１

事
業
の
種
類

１
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業

２
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
等
事
業

第
２

事
業
の
実
施

各
事
業
の
実
施
及
び
運
営
は
、
次
に
よ
る
こ
と
。

１
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
実
施
要
綱
（
別
添
１
）

２
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
等
事
業
実
施
要
綱
（
別
添
２
）

よ
る
ほ
か
、
母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉
法
施
行
令
及
び
母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉
法
施
行
規
則
の

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
各
都
道
府
県
知
事
に
お
か
れ
て
は
、
貴
管
内
市
（
特
別
区
を
含
み
、
指
定

都
市
及
び
中
核
市
を
除
く
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
設
置
町
村
に
対
し
て
、
こ
の
旨
周
知
さ
れ
る
よ
う
お
願
い
す

る
。 な
お
、
本
通
知
は
地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
）
第
24
5条

の
４
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
技
術
的

助
言
で
あ
る
こ
と
を
申
し
添
え
る
。

本
通
知
の
施
行
に
伴
い
、
平
成
25
年
５
月
16
日
雇
児
発
05
16
第
７
号
本
職
通
知
「
母
子
家
庭
等
自
立
支
援
給
付

金
事
業
の
実
施
に
つ
い
て
」
は
、
廃
止
す
る
。

第
１

事
業
の
種
類

１
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業

２
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
等
事
業

第
２

事
業
の
実
施

各
事
業
の
実
施
及
び
運
営
は
、
次
に
よ
る
こ
と
。

１
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
実
施
要
綱
（
別
添
１
）

２
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
等
事
業
実
施
要
綱
（
別
添
２
）
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改
正
後

現
行

（
別
添
１
）

自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
実
施
要
綱

１
事
業
の
目
的

（
略

）

２
定
義

（
略

）

３
実
施
主
体

（
略

）

４
対
象
者

（
略

）

５
対
象
講
座

本
事
業
の
対
象
講
座
は
、
次
の
講
座
と
す
る
。

(1
)
雇
用
保
険
制
度
の
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
の
指
定
教
育
訓
練
講
座

（
別
添
１
）

自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
実
施
要
綱

１
事
業
の
目
的

母
子
家
庭
の
母
は
、
母
子
家
庭
と
な
る
直
前
に
お
い
て
、
職
に
就
い
て
い
た
者
ば
か
り
で
な
く
、
結
婚
、
出
産

に
よ
り
離
職
し
、
専
業
主
婦
等
で
あ
っ
た
た
め
に
、
職
業
経
験
が
乏
し
く
技
能
も
十
分
で
な
い
者
も
多
く
、
就
職

に
際
し
充
分
な
準
備
が
な
い
ま
ま
、
生
活
の
た
め
に
職
に
就
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
状
況
に
あ
る
。
ま
た
、
父
子

家
庭
に
お
い
て
も
、
所
得
の
状
況
や
就
業
の
状
況
な
ど
か
ら
母
子
家
庭
と
同
様
の
困
難
を
抱
え
る
家
庭
が
あ
る
。

そ
こ
で
、
個
々
の
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
の
主
体
的
な
能
力
開
発
の
取
組
み
を
支
援
し
、
も
っ
て
、

母
子
家
庭
及
び
父
子
家
庭
の
自
立
の
促
進
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

２
定
義

こ
の
要
綱
に
お
い
て
、
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
と
は
、
母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉
法
（
昭
和
39
年

法
律
第
12
9号

。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
31
条
第
１
号
に
規
定
す
る
母
子
家
庭
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
及

び
法
第
31
条
の
10
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
31
条
第
１
号
に
規
定
す
る
父
子
家
庭
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
を

い
う
。

３
実
施
主
体

実
施
主
体
は
、
都
道
府
県
、
市
（
特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
設
置
町
村
（
以
下
「
都
道
府
県
等
」

と
い
う
。
）
と
す
る
。

４
対
象
者

本
事
業
の
支
給
対
象
者
は
、
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
（
法
第
6条

第
1項

又
は
第
2項

に
定
め
る
配
偶

者
の
な
い
者
で
現
に
児
童
を
扶
養
し
て
い
る
も
の
を
い
う
。
）
で
あ
っ
て
、
次
の
受
給
要
件
の
全
て
を
満
た
す
者

と
す
る
。
な
お
、
こ
の
事
業
に
お
い
て
、
「
児
童
」
と
は
、
二
十
歳
に
満
た
な
い
も
の
を
い
う
。

(1
)
児
童
扶
養
手
当
の
支
給
を
受
け
て
い
る
又
は
同
等
の
所
得
水
準
に
あ
る
こ
と
。

(2
)
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
の
就
業
経
験
、
技
能
、
資
格
の
取
得
状
況
や
労
働
市
場
の
状
況
な
ど
か
ら
判

断
し
て
、
当
該
教
育
訓
練
を
受
け
る
こ
と
が
適
職
に
就
く
た
め
に
必
要
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
る

こ
と
。

５
対
象
講
座

本
事
業
の
対
象
講
座
は
、
次
の
講
座
と
す
る
。

(1
)
雇
用
保
険
制
度
の
教
育
訓
練
給
付
の
指
定
教
育
訓
練
講
座
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(2
)

略

６
支
給
額
等

（
略
）

７
事
前
相
談
の
実
施

（
略
）

８
受
給
要
件
の
審
査
、
対
象
講
座
の
指
定
等
に
関
す
る
手
続

(1
)～

(8
)

（
略
）

(2
)
そ
の
他
、
上
記
に
準
じ
都
道
府
県
等
の
長
が
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
対
象
と
す
る
講
座

６
支
給
額
等

自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
（
以
下
「
訓
練
給
付
金
」
と
い
う
。
）
の
支
給
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
受
給

資
格
者
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

(1
)
受
講
開
始
日
現
在
に
お
い
て
雇
用
保
険
法
（
昭
和
49
年
法
律
第
11
6号

）
及
び
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
（
昭

和
50
年
労
働
省
令
第
3号

）
の
規
定
に
よ
る
一
般
教
育
訓
練
に
係
る
教
育
訓
練
給
付
金
（
以
下
「
一
般
教
育

訓
練
給
付
金
」
と
い
う
。
）
の
支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
受
給
資
格
者

当
該
受
給
資
格
者
が
対
象
教
育
訓
練
の
受
講
の
た
め
に
支
払
っ
た
費
用
（
入
学
料
及
び
授
業
料
に
限

る
。
）
の
額
に
10
0分

の
60
を
乗
じ
て
得
た
額
（
そ
の
額
が
20
万
円
を
超
え
る
と
き
は
、
20
万
円
と
し
、
12

千
円
を
超
え
な
い
場
合
は
訓
練
給
付
金
の
支
給
は
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
。
）

(2
)
受
講
開
始
日
現
在
に
お
い
て
６
(1
)以

外
の
受
給
資
格
者

前
号
に
定
め
る
額
か
ら
同
法
第
60
条
の
２
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
受
給
資
格
者
が
支
給
を
受
け
た

一
般
教
育
訓
練
給
付
金
の
額
を
差
し
引
い
た
額

な
お
、
平
成
29
年
４
月
１
日
よ
り
前
に
修
了
し
た
当
該
教
育
訓
練
に
係
る
訓
練
給
付
金
に
つ
い
て
は
、
従
前
の

例
に
よ
る
。

７
事
前
相
談
の
実
施

受
給
要
件
の
審
査
に
際
し
て
は
、
事
前
に
受
講
を
希
望
す
る
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
か
ら
の
相
談

に
応
じ
る
と
と
も
に
受
給
要
件
に
つ
い
て
把
握
し
て
お
く
こ
と
。

事
前
相
談
に
お
い
て
は
、
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
の
希
望
職
種
、
職
業
生
活
の
展
望
等
を
聴

取
す
る
と
と
も
に
、
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
の
職
業
経
験
、
技
能
、
取
得
資
格
等
を
的
確
に
把

握
し
、
当
該
教
育
訓
練
を
受
講
す
る
こ
と
に
よ
り
、
自
立
が
効
果
的
に
図
ら
れ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
の
み
、

受
講
対
象
と
す
る
な
ど
受
講
の
必
要
性
に
つ
い
て
十
分
把
握
す
る
こ
と
。

ま
た
、
当
該
ひ
と
り
親
家
庭
の
親
が
受
講
開
始
時
に
入
学
金
や
受
講
料
を
支
払
う
こ
と
が
困
難
で
あ
る
場
合
に

は
、
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金
の
技
能
習
得
資
金
等
を
紹
介
す
る
こ
と
。

８
受
給
要
件
の
審
査
、
対
象
講
座
の
指
定
等
に
関
す
る
手
続

(1
)
受
給
要
件
の
審
査
、
対
象
講
座
の
指
定

訓
練
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
自
ら
が
受
講
し
よ
う
と
す
る
講
座
に
つ
い
て
別
紙
参
考
様
式
１
「
自

立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
受
講
対
象
講
座
指
定
申
請
書
」（

以
下
「
受
講
対
象
講
座
指
定
申
請
書
」
と
い
う
。
）

を
提
出
し
、
受
講
開
始
前
に
あ
ら
か
じ
め
、
教
育
訓
練
講
座
の
指
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(2
)指

定
申
請
時
の
審
査

都
道
府
県
等
は
、
受
講
対
象
講
座
指
定
申
請
書
を
受
理
し
た
場
合
、
受
給
要
件
の
審
査
を
行
い
、
速
や
か
に
、
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対
象
講
座
の
指
定
の
可
否
の
決
定
を
す
る
こ
と
。

(3
)教

育
訓
練
の
講
座
の
指
定
通
知

都
道
府
県
等
は
、
こ
の
決
定
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭

の
父
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
な
お
、
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
に
対
象
講
座
の
指
定
を

行
っ
た
場
合
に
は
、
別
紙
参
考
様
式
２
「
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
受
講
対
象
講
座
指
定
通
知
書
」
（
以

下
「
受
講
対
象
講
座
指
定
通
知
書
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
に
通
知
す
る

こ
と
。

(4
)
受
講
対
象
講
座
指
定
申
請
書
の
添
付
書
類

受
講
対
象
講
座
指
定
の
申
請
に
は
、
次
の
書
類
等
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
公
簿
等
に
よ
っ
て
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
添
付
書
類
を
省
略
し
て
差
し
支
え
な
い
こ
と
。

ア
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
及
び
そ
の
児
童
の
戸
籍
謄
本
又
は
抄
本
及
び
世
帯
全
員
の
住
民

票
の
写
し

イ
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
に
係
る
児
童
扶
養
手
当
証
書
の
写
し
（
当
該
母
子
家
庭
の
母
又

は
父
子
家
庭
の
父
が
児
童
扶
養
手
当
受
給
者
の
場
合
）
又
は
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
の
前

年
（
１
月
か
ら
７
月
ま
で
の
間
に
申
請
す
る
場
合
に
は
、
前
々
年
の
額
と
す
る
。
）
の
所
得
の
額
並
び
に
扶

養
親
族
等
の
有
無
及
び
数
並
び
に
所
得
税
法
に
規
定
す
る
老
人
控
除
対
象
配
偶
者
、
老
人
扶
養
親
族
及
び
特

定
扶
養
親
族
の
有
無
及
び
数
に
つ
い
て
の
市
町
村
長
（
特
別
区
の
区
長
を
含
む
。
）
の
証
明
書
（
所
得
税
法

（
昭
和
40
年
法
律
第
33
号
）
に
規
定
す
る
控
除
対
象
扶
養
親
族
（
十
九
歳
未
満
の
者
に
限
る
）
が
あ
る
者
に

あ
っ
て
は
、
当
該
控
除
対
象
扶
養
親
族
の
数
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類
及
び
当
該
控
除
対
象
扶

養
親
族
の
前
年
の
所
得
の
額
に
つ
い
て
の
市
町
村
長
の
証
明
書
を
含
む
。
）

(5
)
受
講
対
象
講
座
指
定
申
請
書
の
提
出
期
限

訓
練
給
付
金
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
受
講
対
象
講
座
指
定
申
請
書
を
受
講
開
始
日
以
前
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

(6
)
受
給
要
件
の
審
査
方
法

受
給
要
件
の
審
査
に
あ
た
っ
て
は
、
必
要
に
応
じ
て
、
有
識
者
や
就
労
関
係
の
専
門
家
、
母
子
・
父
子
自
立
支

援
員
等
で
構
成
す
る
審
査
委
員
会
を
設
置
す
る
な
ど
、
そ
の
緊
急
性
や
必
要
性
に
つ
い
て
考
慮
し
て
判
定
す
る
こ

と
。

(7
)
受
給
要
件
の
審
査
に
係
る
留
意
事
項

ア
過
去
に
訓
練
給
付
金
を
受
給
し
て
い
る
者
の
取
扱
い
に
つ
い
て

訓
練
給
付
金
は
、
原
則
と
し
て
、
過
去
に
給
付
を
受
け
た
者
に
は
支
給
し
な
い
こ
と
と
す
る
た
め
、
受
給
要
件

の
審
査
に
あ
た
っ
て
は
、
過
去
の
受
給
の
有
無
に
つ
い
て
確
認
す
る
こ
と
。

イ
類
似
制
度
に
よ
る
支
援
を
受
け
て
い
る
者
の
取
扱
い
に
つ
い
て

過
去
に
雇
用
保
険
制
度
の
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
を
受
給
し
た
者
、
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
を
受
給
し
た

者
、
求
職
者
支
援
制
度
に
よ
る
職
業
訓
練
受
講
給
付
金
を
受
給
し
た
者
に
つ
い
て
も
、
こ
う
し
た
他
制
度
に
お
け
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(9
)
訓
練
給
付
金
に
つ
い
て
、
当
該
教
育
訓
練
を
受
講
す
る
こ
と
に
よ
り
、
自
立
が
効
果
的
に
図
ら
れ
る
と
認
め

ら
れ
る
場
合
に
の
み
、
受
講
対
象
と
す
る
と
い
う
趣
旨
を
踏
ま
え
、
就
業
経
験
が
乏
し
い
者
な
ど
、
特
に
支
援

が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
者
に
つ
い
て
は
、
母
子
家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援
事
業
に
お
け
る
就
業
支
援
事
業
や
母

子
・
父
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
事
業
等
に
よ
り
、
受
給
対
象
者
へ
の
継
続
的
な
自
立
に
向
け
た
就
業
支

援
に
取
り
組
む
こ
と
と
す
る
。

９
訓
練
給
付
金
の
支
給
等

（
略
）

る
受
給
状
況
を
十
分
聴
取
し
て
、
本
事
業
の
利
用
が
資
格
取
得
や
適
職
へ
の
就
職
に
真
に
結
び
つ
く
と
認
め
ら
れ

る
場
合
は
、
支
給
す
る
こ
と
と
し
て
差
し
支
え
な
い
。

ウ
雇
用
保
険
の
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
の
受
給
資
格
の
確
認
に
つ
い
て

訓
練
給
付
金
の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
希
望
す
る
講
座
の
受
講
開
始
日
現
在
に
お
い
て
雇
用
保
険
制
度

の
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
の
受
給
資
格
の
有
無
が
不
明
な
場
合
、
事
前
相
談
等
で
職
歴
を
把
握
し
た
上
で
な
お
、

確
認
が
必
要
な
場
合
等
に
は
、
住
居
所
を
管
轄
す
る
公
共
職
業
安
定
所
が
発
行
す
る
「
教
育
訓
練
給
付
金
支
給
要

件
回
答
書
（
一
般
教
育
訓
練
）
」
に
よ
っ
て
確
認
す
る
こ
と
。

(8
)
対
象
講
座
に
つ
い
て

対
象
と
す
る
講
座
の
指
定
に
つ
い
て
は
、
本
人
の
意
向
も
踏
ま
え
つ
つ
、
対
象
と
す
る
講
座
が
当
該
母
子
家
庭

の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
が
適
職
に
就
く
観
点
か
ら
適
当
で
あ
る
か
も
含
め
審
査
を
行
う
こ
と
。

ま
た
、
必
要
に
応
じ
て
講
座
の
変
更
を
助
言
す
る
な
ど
的
確
な
支
援
を
行
う
も
の
と
す
る
。

９
訓
練
給
付
金
の
支
給
等

(1
)
支
給
申
請

ア
訓
練
給
付
金
の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
対
象
教
育
訓
練
を
修
了
し
た
後
に
、
都
道
府
県
等
の
長
に

対
し
て
、
別
紙
参
考
様
式
３
「
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
支
給
申
請
書
」
（
以
下
「
支
給
申
請
書
」
と
い
う
。
）

を
提
出
す
る
こ
と
。

イ
都
道
府
県
等
は
、
支
給
申
請
を
受
け
た
場
合
、
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
が
支
給
要
件
に
該

当
し
て
い
る
か
を
調
査
し
、
速
や
か
に
支
給
の
可
否
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

都
道
府
県
等
は
、
こ
の
決
定
を
行
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
そ
の
旨
を
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭

の
父
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
な
お
、
支
給
決
定
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
支
給
額
を
算
定
し
、
併
せ
て

こ
れ
を
本
人
に
通
知
す
る
こ
と
。

(2
)
支
給
申
請
の
期
限

支
給
申
請
は
、
受
講
修
了
日
か
ら
起
算
し
て
30
日
以
内
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

(3
)
支
給
申
請
書
の
添
付
書
類
等

支
給
申
請
書
の
提
出
に
際
し
て
は
、
次
の
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
公
簿
等
に
よ
っ
て
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
添
付
書
類
を
省
略
さ
せ
る
こ
と
と
し
て
差
し

支
え
な
い
。
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改
正
後

現
行

10
周
知
・
広
報
等

（
略
）

11
国
の
補
助

（
略

）

12
経
過
措
置

（
略

）

ア
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
及
び
そ
の
児
童
の
戸
籍
謄
本
又
は
抄
本
及
び
世
帯
全
員
の
住
民
票

の
写
し

イ
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
に
係
る
児
童
扶
養
手
当
証
書
の
写
し
（
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は

父
子
家
庭
の
父
が
児
童
扶
養
手
当
受
給
者
の
場
合
）
又
は
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
の
前
年
（
１

月
か
ら
７
月
ま
で
の
間
に
申
請
す
る
場
合
に
は
、
前
々
年
の
額
と
す
る
。
）
の
所
得
の
額
並
び
に
扶
養
親
族
等

の
有
無
及
び
数
並
び
に
所
得
税
法
に
規
定
す
る
老
人
控
除
対
象
配
偶
者
、
老
人
扶
養
親
族
及
び
特
定
扶
養
親
族

の
有
無
及
び
数
に
つ
い
て
の
市
町
村
長
（
特
別
区
の
区
長
を
含
む
。
）
の
証
明
書
（
所
得
税
法
（
昭
和
40
年
法

律
第
33
号
）
に
規
定
す
る
控
除
対
象
扶
養
親
族
（
十
九
歳
未
満
の
者
に
限
る
）
が
あ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
当
該

控
除
対
象
扶
養
親
族
の
数
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類
及
び
当
該
控
除
対
象
扶
養
親
族
の
前
年
の
所

得
の
額
に
つ
い
て
の
市
町
村
長
の
証
明
書
を
含
む
。
）

ウ
受
講
対
象
講
座
指
定
通
知
書

エ
教
育
訓
練
施
設
の
長
が
、
そ
の
施
設
の
修
了
認
定
基
準
に
基
づ
い
て
、
受
講
者
の
教
育
訓
練
の
修
了
を
認
定

す
る
教
育
訓
練
修
了
証
明
書
。

オ
教
育
訓
練
施
設
の
長
が
、
受
講
者
本
人
が
支
払
っ
た
教
育
訓
練
経
費
に
つ
い
て
発
行
し
た
領
収
書
。

カ
雇
用
保
険
法
に
よ
る
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
が
支
給
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
額
を
証
明
す
る
書
類
「
教

育
訓
練
給
付
金
（
一
般
教
育
訓
練
）
支
給
・
不
支
給
決
定
通
知
書
」

(4
)
訓
練
給
付
金
の
支
給
の
審
査
に
係
る
留
意
事
項

受
講
開
始
前
に
教
育
訓
練
講
座
の
指
定
を
受
け
る
こ
と
を
原
則
と
す
る
が
、
指
定
を
受
け
て
い
な
い
者
の
う
ち
、

受
講
開
始
前
に
受
講
対
象
講
座
指
定
申
請
書
を
提
出
で
き
な
い
真
に
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
り
、
か
つ
、
受
給

要
件
を
満
た
し
、
受
講
し
た
教
育
訓
練
講
座
が
適
職
に
就
く
観
点
か
ら
適
当
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
本
要
綱

８
に
関
わ
ら
ず
、
教
育
訓
練
講
座
の
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
し
て
差
し
支
え
な
い
。

10
周
知
・
広
報
等

(1
)
都
道
府
県
等
に
お
い
て
は
、
必
要
に
応
じ
て
、
本
制
度
に
つ
い
て
周
知
・
広
報
を
行
い
、
必
要
な
情
報
提
供

を
行
う
と
と
も
に
、
母
子
・
父
子
自
立
支
援
員
等
と
密
接
な
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
必
要
に
応
じ
て
受
講
勧
奨

を
行
う
な
ど
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
を
支
援
す
る
こ
と
。

(2
)
本
事
業
の
実
施
に
は
、
修
了
証
明
書
、
領
収
書
等
の
証
明
を
行
う
教
育
訓
練
施
設
の
協
力
が
不
可
欠
で
あ
り
、

本
事
業
に
つ
い
て
教
育
訓
練
施
設
が
必
要
な
情
報
に
つ
い
て
は
、
積
極
的
に
提
供
す
る
こ
と
。

11
国
の
補
助

国
は
、
都
道
府
県
等
が
実
施
す
る
事
業
に
つ
い
て
、
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
補
助
す
る
。

12
経
過
措
置

平
成
29
年
４
月
１
日
よ
り
新
た
に
訓
練
給
付
金
の
対
象
と
な
っ
た
者
に
つ
い
て
も
、
受
講
開
始
前
に
あ
ら
か
じ
め
、
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改
正
後

現
行

（
別
添
２
）

高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
等
事
業
実
施
要
綱

１
目
的

(
略

)

２
給
付
金
の
種
類

(
略

)

３
実
施
主
体

(
略

)

受
講
対
象
講
座
指
定
申
請
書
を
提
出
し
、
教
育
訓
練
講
座
の
指
定
を
受
け
る
必
要
が
あ
る
。
雇
用
保
険
法
第
60
条

の
２
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
一
般
教
育
訓
練
に
係
る
教
育
訓
練
給
付
金
の
受
給
資
格
者
で
、
か
つ
平
成
29
年
４
月

１
日
以
後
に
訓
練
給
付
金
の
対
象
と
な
っ
た
者
の
う
ち
、
教
育
訓
練
講
座
の
指
定
を
受
け
て
い
な
い
者
は
、
す
み

や
か
に
対
象
講
座
の
指
定
を
受
け
る
も
の
と
す
る
。

（
別
添
２
）

高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
等
事
業
実
施
要
綱

１
目
的

就
業
に
結
び
つ
き
や
す
い
資
格
の
取
得
を
目
的
と
す
る
養
成
機
関
は
、
一
定
期
間
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
受
講
す

る
必
要
が
あ
り
、
母
子
家
庭
の
経
済
的
自
立
に
効
果
が
高
い
も
の
で
あ
る
が
、
受
講
に
際
し
て
そ
の
期
間
中
の
生

活
の
不
安
か
ら
意
欲
は
あ
っ
て
も
そ
こ
で
足
踏
み
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
受
講
に
際
し
て
そ

の
期
間
中
の
生
活
の
不
安
を
解
消
し
、
安
定
し
た
修
業
環
境
を
提
供
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
父
子
家

庭
に
お
い
て
も
、
所
得
の
状
況
や
、
就
業
の
状
況
な
ど
か
ら
母
子
家
庭
と
同
様
の
困
難
を
抱
え
る
家
庭
が
あ
る
。

そ
こ
で
、
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
の
就
職
の
際
に
有
利
で
あ
り
、
か
つ
生
活
の
安
定
に
資
す
る
資
格

の
取
得
を
促
進
す
る
た
め
、
当
該
資
格
に
係
る
養
成
訓
練
の
受
講
期
間
に
つ
い
て
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
を

支
給
す
る
と
と
も
に
、
養
成
機
関
へ
の
入
学
時
に
お
け
る
負
担
を
考
慮
し
高
等
職
業
訓
練
修
了
支
援
給
付
金
を
修

了
後
に
支
給
す
る
こ
と
に
よ
り
、
生
活
の
負
担
の
軽
減
を
図
り
、
資
格
取
得
を
容
易
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

２
給
付
金
の
種
類

給
付
金
の
種
類
は
次
の
と
お
り
と
す
る
。

(1
)
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金（

母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉
法（

昭
和
39
年
法
律
第
12
9号

。以
下「

法
」

と
い
う
。
）
第
31
条
第
２
号
に
規
定
す
る
母
子
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
及
び
法
第
31
条
の
10
に
お

い
て
準
用
す
る
法
第
31
条
第
２
号
に
規
定
す
る
父
子
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
を
い
う
。
以
下
「
訓

練
促
進
給
付
金
」
と
い
う
。
）

(2
)
高
等
職
業
訓
練
修
了
支
援
給
付
金
（
法
第
31
条
第
3号

に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
母
子
家
庭
高
等
職
業
訓

練
修
了
支
援
給
付
金
及
び
父
子
家
庭
高
等
職
業
訓
練
修
了
支
援
給
付
金
を
い
う
。
以
下
「
修
了
支
援
給
付
金
」

と
い
う
。
）

３
実
施
主
体

実
施
主
体
は
、
都
道
府
県
、
市
（
特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
設
置
町
村
（
以
下
「
都
道
府
県
等
」

と
い
う
。
）
と
す
る
。
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改
正
後

現
行

４
対
象
者

(
略

)

５
対
象
資
格

(
略

)

６
支
給
期
間
等

(1
)
訓
練
促
進
給
付
金

ア
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
期
間
は
、
上
記
５
の
対
象
者
が
修
業
す
る
期
間
に
相
当
す
る
期
間
（
そ
の
期
間

が
36
月
を
超
え
る
と
き
は
、
36
月
）
を
超
え
な
い
期
間
と
す
る
。
（
平
成
21
年
６
月
５
日
の
時
点
で
修
業
し

て
い
た
、
又
は
平
成
21
年
６
月
５
日
か
ら
平
成
24
年
３
月
31
日
ま
で
に
修
業
を
開
始
し
た
母
子
家
庭
の
母
に

つ
い
て
は
、
修
業
す
る
期
間
の
全
期
間
と
す
る
。
ま
た
、
平
成
27
年
度
以
前
に
修
業
を
開
始
し
（
平
成
21
年

６
月
５
日
か
ら
平
成
24
年
３
月
31
日
ま
で
に
修
業
を
開
始
し
た
者
は
除
く
。
）
、
平
成
28
年
４
月
１
日
時
点

で
修
業
中
の
者
に
つ
い
て
も
、
支
給
期
間
を
修
業
す
る
期
間
に
相
当
す
る
期
間
（
そ
の
期
間
が
36
月
を
超
え

る
と
き
は
、
36
月
）
を
超
え
な
い
期
間
と
し
て
も
差
し
支
え
な
い
。
）

イ
平
成
30
年
4月

1日
よ
り
、
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
を
受
け
、
准
看
護
師
養
成
機
関
を
修
了
す
る
者
が
、

引
き
続
き
、
看
護
師
の
資
格
を
取
得
す
る
た
め
に
、
養
成
機
関
で
修
業
す
る
場
合
に
は
、
通
算
36
月
を
越
え

な
い
範
囲
で
支
給
す
る
も
の
と
す
る
。

４
対
象
者

訓
練
促
進
給
付
金
の
対
象
者
は
養
成
機
関
に
お
い
て
修
業
を
開
始
し
た
日
以
後
に
お
い
て
、
ま
た
、
修
了
支
援

給
付
金
の
支
給
対
象
者
は
養
成
機
関
に
お
け
る
修
業
を
開
始
し
た
日
（
以
下
「
修
業
開
始
日
」
と
い
う
。
）
及
び

当
該
養
成
機
関
に
お
け
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
修
了
し
た
日
（
以
下
「
修
了
日
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
次
の
要

件
の
全
て
を
満
た
す
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
（
法
第
6条

第
1項

又
は
第
2項

に
定
め
る
配
偶
者
の
な
い

者
で
現
に
児
童
を
扶
養
し
て
い
る
も
の
を
い
う
。
）
と
す
る
。
ま
た
、
父
子
家
庭
の
父
に
つ
い
て
は
、
平
成
25
年

４
月
１
日
以
降
に
修
業
を
開
始
し
た
も
の
を
い
う
。
な
お
、
こ
の
事
業
に
お
い
て
、
「
児
童
」
と
は
、
二
十
歳
に

満
た
な
い
も
の
を
い
う
。

(1
)
児
童
扶
養
手
当
の
支
給
を
受
け
て
い
る
又
は
同
等
の
所
得
水
準
に
あ
る
こ
と
。

(2
)
就
職
を
容
易
に
す
る
た
め
に
必
要
な
資
格
と
し
て
都
道
府
県
等
の
長
が
定
め
る
資
格
（
以
下
「
対
象
資
格
」

と
い
う
。
）
を
取
得
す
る
た
め
、
養
成
機
関
に
お
い
て
１
年
以
上
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
修
業
し
、
対
象
資
格

の
取
得
が
見
込
ま
れ
る
者
等
で
あ
る
こ
と
。

(3
)
就
業
又
は
育
児
と
修
業
の
両
立
が
困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
者
で
あ
る
こ
と
。

５
対
象
資
格

(1
)
対
象
資
格
は
、
就
職
の
際
に
有
利
と
な
る
も
の
で
あ
っ
て
、
か
つ
法
令
の
定
め
に
よ
り
養
成
機
関
に
お
い

て
１
年
以
上
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
修
業
す
る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
等
の

長
が
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
定
め
る
こ
と
と
す
る
。

(2
)
対
象
資
格
の
例

看
護
師
、
准
看
護
師
、
保
育
士
、
介
護
福
祉
士
、
作
業
療
法
士
、
理
学
療
法
士
、
歯
科
衛
生
士
、
美
容
師
、

社
会
福
祉
士
、
製
菓
衛
生
師
、
調
理
師

等

６
支
給
期
間
等

(1
)
訓
練
促
進
給
付
金

ア
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
期
間
は
、
上
記
５
の
対
象
者
が
修
業
す
る
期
間
に
相
当
す
る
期
間
（
そ
の
期
間

が
36
月
を
超
え
る
と
き
は
、
36
月
）
を
超
え
な
い
期
間
と
す
る
。
（
平
成
21
年
６
月
５
日
の
時
点
で
修
業
し

て
い
た
、
又
は
平
成
21
年
６
月
５
日
か
ら
平
成
24
年
３
月
31
日
ま
で
に
修
業
を
開
始
し
た
母
子
家
庭
の
母
に

つ
い
て
は
、
修
業
す
る
期
間
の
全
期
間
と
す
る
。
ま
た
、
平
成
27
年
度
以
前
に
修
業
を
開
始
し
（
平
成
21
年

６
月
５
日
か
ら
平
成
24
年
３
月
31
日
ま
で
に
修
業
を
開
始
し
た
者
は
除
く
。
）
、
平
成
28
年
４
月
１
日
時
点

で
修
業
中
の
者
に
つ
い
て
も
、
支
給
期
間
を
修
業
す
る
期
間
に
相
当
す
る
期
間
（
そ
の
期
間
が
36
月
を
超
え

る
と
き
は
、
36
月
）
を
超
え
な
い
期
間
と
し
て
も
差
し
支
え
な
い
。
）
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改
正
後

現
行

ウ
訓
練
促
進
給
付
金
は
、
月
を
単
位
と
し
て
支
給
す
る
も
の
と
し
、
申
請
の
あ
っ
た
日
の
属
す
る
月
か
ら
始

め
、
支
給
す
べ
き
事
由
が
消
滅
し
た
日
の
属
す
る
月
で
終
わ
る
。

(2
)
修
了
支
援
給
付
金

修
了
支
援
給
付
金
の
支
給
は
、
修
了
日
を
経
過
し
た
日
以
後
に
支
給
す
る
も
の
と
す
る
。

な
お
、
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
を
受
け
、
准
看
護
師
養
成
機
関
を
修
了
す
る
者
が
、
引
き
続
き
、
看
護
師
の

資
格
を
取
得
す
る
た
め
に
、
養
成
機
関
で
修
業
す
る
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
看
護
師
養
成
機
関
の
修
了
日
を
経

過
し
た
日
以
降
に
修
了
支
援
給
付
金
を
支
給
す
る
も
の
と
す
る
。

７
支
給
額
等

(1
)

訓
練
促
進
給
付
金

ア
略

イ
略

(2
)

修
了
支
援
給
付
金

ア
略

イ
略

イ
訓
練
促
進
給
付
金
は
、
月
を
単
位
と
し
て
支
給
す
る
も
の
と
し
、
申
請
の
あ
っ
た
日
の
属
す
る
月
か
ら
始

め
、
支
給
す
べ
き
事
由
が
消
滅
し
た
日
の
属
す
る
月
で
終
わ
る
。

(2
)
修
了
支
援
給
付
金

修
了
支
援
給
付
金
の
支
給
は
、
修
了
日
を
経
過
し
た
日
以
後
に
支
給
す
る
も
の
と
す
る
。

７
支
給
額
等

(1
)

訓
練
促
進
給
付
金

ア
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
額
は
、
次
に
掲
げ
る
対
象
者
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額
と
す
る
。

(ｱ
)
対
象
者
及
び
当
該
対
象
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者
（
当
該
対
象
者
の
民
法
（
明
治
29
年
法
律
第
89
号
）

第
87
7条

第
１
項
に
定
め
る
扶
養
義
務
者
で
当
該
対
象
者
と
生
計
を
同
じ
く
す
る
も
の
を
含
む
。以

下
同
じ
。
）

が
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
を
請
求
す
る
月
の
属
す
る
年
度
（
４
月
か
ら
７
月
ま
で
に
当
該
訓
練
促
進
給
付

金
の
支
給
の
請
求
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
年
度
）
分
の
地
方
税
法
（
昭
和
25
年
法
律
第
22
6号

）
の
規

定
に
よ
る
市
町
村
民
税
（
同
法
の
規
定
に
よ
る
特
別
区
民
税
を
含
む
も
の
と
し
、
同
法
第
32
8条

の
規
定
に
よ

っ
て
課
す
る
退
職
手
当
等
に
係
る
所
得
割
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
が
課
さ
れ
な
い
者
（
市
町
村
（
特
別
区

を
含
む
。
）
の
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当
該
市
町
村
民
税
を
免
除
さ
れ
た
者
及
び
母
子
家
庭
自
立
支

援
給
付
金
及
び
父
子
家
庭
自
立
支
援
給
付
金
に
係
る
所
得
が
な
い
も
の
と
し
た
場
合
に
当
該
市
町
村
民
税
が

課
さ
れ
な
い
こ
と
と
な
る
者
を
含
む
も
の
と
し
、
当
該
市
町
村
民
税
の
賦
課
期
日
に
お
い
て
同
法
の
施
行
地

に
住
所
を
有
し
な
い
者
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）

月
額
10
万
円
（
平
成
24
年
３
月
31
日
ま
で
に
修
業
を
開

始
し
た
者
は
月
額
14
万
１
千
円
）

(ｲ
)
(ｱ
)に

掲
げ
る
者
以
外
の
者

月
額
７
万
５
百
円

イ
訓
練
促
進
給
付
金
は
、
原
則
と
し
て
、
同
一
の
者
に
は
支
給
し
な
い
も
の
と
す
る
。

(2
)

修
了
支
援
給
付
金

ア
修
了
支
援
給
付
金
の
支
給
額
は
、
次
に
掲
げ
る
対
象
者
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額
と
す
る
。

(ｱ
)
対
象
者
及
び
当
該
対
象
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者
が
修
了
日
の
属
す
る
月
の
属
す
る
年
度
（
修
了

日
の
属
す
る
月
が
４
月
か
ら
７
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
年
度
）
分
の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る

市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
者

５
万
円

(ｲ
)
(ｱ
)に

掲
げ
る
者
以
外
の
者

２
万
５
千
円

イ
修
了
支
援
給
付
金
は
、
原
則
と
し
て
、
同
一
の
者
に
は
支
給
し
な
い
も
の
と
す
る
。
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改
正
後

現
行

８
事
前
相
談
の
実
施

(1
)
～

(4
)

略

(5
)
准
看
護
師
の
資
格
を
取
得
す
る
た
め
に
、
養
成
機
関
で
の
修
業
を
希
望
す
る
者
に
は
、
平
成
30
年
4月

1日
よ

り
、
引
き
続
き
、
看
護
師
の
資
格
を
取
得
す
る
た
め
に
、
養
成
機
関
で
修
業
す
る
場
合
に
、
通
算
36
月
を
越
え

な
い
範
囲
で
当
該
給
付
金
の
支
給
が
可
能
で
あ
る
旨
の
説
明
を
事
前
相
談
に
お
い
て
行
う
こ
と
。

９
給
付
金
の
支
給
等

（
略

）

８
事
前
相
談
の
実
施

(1
)
養
成
機
関
に
お
い
て
１
年
以
上
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
修
業
す
る
こ
と
を
予
定
す
る
母
子
家
庭
の
母
又
は
父

子
家
庭
の
父
を
対
象
と
し
て
、
受
給
相
談
会
を
実
施
し
、
受
給
希
望
者
の
事
前
把
握
に
努
め
る
こ
と
。

(2
)
事
前
相
談
に
お
い
て
は
、
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
の
資
格
取
得
へ
の
意
欲
や
能
力
、
当

該
資
格
の
取
得
見
込
み
等
を
的
確
に
把
握
し
、
審
査
す
る
こ
と
。

(3
)
本
事
業
は
、
給
付
金
の
支
給
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
生
活
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
り
、
も
っ
て
資
格

取
得
を
容
易
に
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
生
活
状
況
に
つ
い
て
聴
取
す
る
な
ど
、
支
給
の
必
要
性
に
つ

い
て
十
分
把
握
す
る
こ
と
。
な
お
、
そ
の
際
に
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
配
慮
す
る
こ
と
。

(4
)
平
成
28
年
１
月
20
日
以
降
に
養
成
機
関
に
入
学
又
は
卒
業
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市

並
び
に
都
道
府
県
又
は
指
定
都
市
が
適
当
と
認
め
る
民
間
団
体
が
実
施
主
体
で
あ
る
「
ひ
と
り
親
家
庭
高
等

職
業
訓
練
促
進
資
金
貸
付
事
業
」
の
入
学
準
備
金
及
び
就
職
準
備
金
に
つ
い
て
紹
介
す
る
こ
と
、
ま
た
、
母

子
・
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金
の
技
能
習
得
費
等
に
つ
い
て
も
紹
介
す
る
こ
と
。

９
給
付
金
の
支
給
等

(1
)
支
給
の
申
請

ア
給
付
金
の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
対
象
者
は
、
都
道
府
県
等
の
長
に
対
し
て
、
「
高
等
職
業
訓
練
促
進

給
付
金
等
支
給
申
請
書
」
（
別
紙
参
考
様
式
参
照
。
以
下
「
支
給
申
請
書
」
と
い
う
。
）
を
提
出
す
る
も
の

と
す
る
。
な
お
、
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
申
請
は
、
修
業
を
開
始
し
た
日
以
後
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
も

の
と
し
、
修
了
支
援
給
付
金
の
支
給
申
請
は
、
修
了
日
を
経
過
し
た
日
以
後
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
と

す
る
。

イ
支
給
申
請
書
の
提
出
に
際
し
て
は
、
次
の
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
公
簿
等
に
よ

っ
て
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
添
付
書
類
を
省
略
し
て
差
し
支
え
な
い
。

(ｱ
)
訓
練
促
進
給
付
金

ａ
当
該
対
象
者
及
び
そ
の
扶
養
し
て
い
る
児
童
の
戸
籍
謄
本
又
は
抄
本
及
び
こ
れ
ら
の
者
の
属
す
る
世
帯

全
員
の
住
民
票
の
写
し

ｂ
当
該
対
象
者
に
係
る
児
童
扶
養
手
当
証
書
の
写
し
又
は
当
該
対
象
者
の
前
年
（
１
月
か
ら
７
月
ま
で
の

間
に
申
請
す
る
場
合
に
は
、
前
々
年
）
の
所
得
の
額
並
び
に
扶
養
親
族
等
の
有
無
及
び
数
並
び
に
所
得
税

法
（
昭
和
40
年
法
律
第
33
号
）
に
規
定
す
る
老
人
控
除
対
象
配
偶
者
、
老
人
扶
養
親
族
及
び
特
定
扶
養
親

族
の
有
無
及
び
数
に
つ
い
て
の
市
町
村
長
（
特
別
区
長
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
証
明
書
（
同
法
に
規

定
す
る
控
除
対
象
扶
養
親
族
（
十
九
歳
未
満
の
者
に
限
る
）
が
あ
る
者
に
あ
っ
て
は
、
当
該
控
除
対
象
扶
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改
正
後

現
行

養
親
族
の
数
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類
及
び
当
該
控
除
対
象
扶
養
親
族
の
前
年
の
所
得
の

額
に
つ
い
て
の
市
町
村
長
の
証
明
書
を
含
む
。
）

ｃ
７
(1
)ア

(ｱ
)に

掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、当

該
対
象
者
及
び
当
該
対
象
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者

の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
に
係
る
納
税
証
明
書
そ
の
他
７
(1
)ア

(ｱ
)に

掲
げ
る
者
に
該

当
す
る
こ
と
を
証
明
す
る
書
類

ｄ
入
校
（
入
所
）
証
明
書
等

支
給
申
請
時
に
修
業
し
て
い
る
養
成
機
関
の
長
が
証
明
す
る
在
籍
を
証
明
す
る
書
類

(ｲ
)
修
了
支
援
給
付
金

ａ
当
該
対
象
者
及
び
そ
の
扶
養
し
て
い
る
児
童
の
戸
籍
謄
本
又
は
抄
本（

修
業
開
始
日
及
び
修
了
日
に
お

け
る
状
況
を
証
明
で
き
る
も
の
に
限
る
。
）

ｂ
当
該
対
象
者
に
係
る
児
童
扶
養
手
当
証
書
の
写
し
又
は
当
該
対
象
者
の
前
年（

１
月
か
ら
７
月
ま
で
の

間
に
申
請
す
る
場
合
に
は
、
前
々
年
と
す
る
。
）
の
所
得
の
額
並
び
に
扶
養
親
族
等
の
有
無
及
び
数
並
び

に
所
得
税
法
に
規
定
す
る
老
人
控
除
対
象
配
偶
者
、老

人
扶
養
親
族
及
び
特
定
扶
養
親
族
の
有
無
及
び
数

に
つ
い
て
の
市
町
村
長
の
証
明
書（

同
法
に
規
定
す
る
控
除
対
象
扶
養
親
族（

十
九
歳
未
満
の
者
に
限
る
）

が
あ
る
者
に
あ
っ
て
は
、当

該
控
除
対
象
扶
養
親
族
の
数
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類
及
び
当

該
控
除
対
象
扶
養
親
族
の
所
得
の
額
に
つ
い
て
の
市
町
村
長
の
証
明
書
を
含
む
。
）
（
修
業
開
始
日
の
属

す
る
年
の
前
年
（
修
業
開
始
日
の
属
す
る
月
が
１
月
か
ら
７
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
々
年
と
す

る
。
）
及
び
修
了
日
の
属
す
る
年
の
前
年
（
修
了
日
の
属
す
る
月
が
１
月
か
ら
７
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ

て
は
、
前
々
年
と
す
る
。
）
の
状
況
を
証
明
で
き
る
も
の
に
限
る
。
）

ｃ
対
象
者
の
属
す
る
世
帯
全
員
の
住
民
票
の
写
し
（
修
了
日
に
お
け
る
状
況
を
証
明
で
き
る
も
の
に
限

る
。
）

ｄ
７
(2
)ア

(ｱ
)に

掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
、当

該
対
象
者
及
び
当
該
対
象
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者

の
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
に
係
る
納
税
証
明
書
そ
の
他
７
(2
)ア

(ｱ
)に

掲
げ
る
者
に
該

当
す
る
こ
と
を
証
明
す
る
書
類
（
修
了
日
の
属
す
る
年
度
（
修
了
日
の
属
す
る
月
が
４
月
か
ら
７
月
ま
で

の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
年
度
と
す
る
。
）
の
状
況
を
証
明
で
き
る
も
の
に
限
る
。
）

ｅ
当
該
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
修
了
証
明
書
の
写
し

ウ
修
了
支
援
給
付
金
の
申
請
は
、
修
了
日
か
ら
起
算
し
て
30
日
以
内
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、

や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

(2
)
支
給
の
決
定

都
道
府
県
等
は
、
支
給
申
請
が
あ
っ
た
場
合
は
、
当
該
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
が
支
給
要
件
に

該
当
し
て
い
る
か
を
審
査
し
、
速
や
か
に
支
給
の
可
否
を
決
定
し
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
当
該
母
子
家
庭
の

母
又
は
父
子
家
庭
の
父
に
対
し
て
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(3
)
支
給
決
定
の
審
査
の
た
め
の
委
員
会
の
設
置

支
給
決
定
の
審
査
に
あ
た
っ
て
は
、
有
識
者
や
就
業
関
係
の
専
門
家
、
母
子
・
父
子
自
立
支
援
員
等
で
構
成
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改
正
後

現
行

10
修
業
期
間
中
の
受
給
者
の
状
況
の
確
認
等

（
略

）

11
支
給
決
定
の
取
消

（
略

）

12
関
係
機
関
等
と
の
連
携
等

（
略

）

13
国
の
補
助

す
る
判
定
委
員
会
を
設
置
す
る
な
ど
、
そ
の
緊
急
性
や
必
要
性
に
つ
い
て
考
慮
し
判
定
す
る
こ
と
。

10
修
業
期
間
中
の
受
給
者
の
状
況
の
確
認
等

(1
)
修
業
期
間
中
の
在
籍
状
況
の
確
認
等

ア
都
道
府
県
等
は
、
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
を
受
け
て
い
る
対
象
者
（
以
下
「
受
給
者
」
と
い
う
。
）
に

対
し
、
お
お
む
ね
四
半
期
ご
と
に
在
籍
証
明
書
の
提
出
又
は
出
席
状
況
の
報
告
を
求
め
る
こ
と
に
よ
り
、
当

該
受
給
者
の
養
成
機
関
の
在
籍
状
況
等
を
確
認
す
る
ほ
か
、
定
期
的
に
修
得
単
位
証
明
書
の
提
出
を
求
め
る

こ
と
。

イ
都
道
府
県
等
は
、
受
給
者
に
対
し
、
ア
の
他
、
給
付
金
の
支
給
に
関
し
て
必
要
と
認
め
る
報
告
等
を
求
め

る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。

(2
)
受
給
資
格
喪
失
の
届
出
等

受
給
者
は
、
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭
の
父
で
な
く
な
っ
た
こ
と
、
当
該
都
道
府
県
等
に
住
所
を
有
し
な

く
な
っ
た
こ
と
、
修
業
を
取
り
や
め
た
こ
と
等
に
よ
り
支
給
要
件
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
と
き
又
は
当
該
受
給
者

若
し
く
は
当
該
受
給
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者
（
当
該
受
給
者
の
民
法
第
87
7条

第
１
項
に
定
め
る
扶
養
義
務

者
で
当
該
受
給
者
と
生
計
を
同
じ
く
す
る
も
の
を
含
む
。
）
に
係
る
市
町
村
民
税
の
課
税
の
状
況
が
変
わ
っ
た
と

き
若
し
く
は
世
帯
を
構
成
す
る
者
（
当
該
受
給
者
の
民
法
第
87
7条

第
１
項
に
定
め
る
扶
養
義
務
者
で
当
該
受
給
者

と
生
計
を
同
じ
く
す
る
も
の
を
含
む
。
）
に
異
動
が
あ
っ
た
と
き
は
、
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
場
合
を
除
き
、

14
日
以
内
に
、
都
道
府
県
等
に
届
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
た
め
、
都
道
府
県
等
は
、
事
前
相
談
や
支
給
決

定
通
知
に
際
し
て
は
、
そ
の
旨
周
知
す
る
こ
と
。

11
支
給
決
定
の
取
消

都
道
府
県
等
の
長
は
、
受
給
者
が
支
給
要
件
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
と
き
は
、
そ
の
支
給
決
定
を
取
り
消
さ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
、
当
該
対
象
者
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

12
関
係
機
関
等
と
の
連
携
等

資
格
取
得
養
成
機
関
、
就
業
関
係
機
関
、
母
子
・
父
子
自
立
支
援
員
、
母
子
・
父
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
員
等
と
密
接
な
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
必
要
に
応
じ
て
受
講
勧
奨
を
行
う
な
ど
母
子
家
庭
の
母
又
は
父
子
家
庭

の
父
の
就
業
を
支
援
す
る
こ
と
。
ま
た
、
制
度
に
つ
い
て
広
報
等
を
活
用
し
て
周
知
を
図
る
こ
と
。

ま
た
、
ひ
と
り
親
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
資
金
貸
付
事
業
を
平
成
27
年
度
に
創
設
し
、
実
施
主
体
を
都
道
府

県
、
指
定
都
市
並
び
に
都
道
府
県
又
は
指
定
都
市
が
適
当
と
認
め
る
民
間
団
体
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

当
該
貸
付
事
業
に
つ
い
て
は
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
を
受
け
る
者
を
対
象
と
し
て
い
る
の
で
、
貸
付

事
業
の
実
施
主
体
や
都
道
府
県
又
は
指
定
都
市
と
連
携
し
て
、
ひ
と
り
親
家
庭
が
就
業
を
継
続
で
き
る
よ
う
支
援

を
行
う
こ
と
。
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改
正
後

現
行

（
略

）
13

国
の
補
助

国
は
、
都
道
府
県
等
が
実
施
す
る
事
業
に
つ
い
て
、
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
補
助
す
る
。
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改
正
後

現
行

（
略

）

教
別
紙
参
考
様
式
１

自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
受
講
対
象
講
座
指
定
申
請
書

平
成

年
月

日

都
道
府
県
等
の
長

殿

申
請

者
の

氏
名

印

下
記
の
教
育
訓
練
を
受
講
し
た
い
の
で
、
私
の
受
講
す
る
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
の
対
象
講
座
の
指
定
を
申
請
し
ま
す
。

①
氏

名
（
個
人
番
号
）

ﾌﾘ
ｶﾞ
ﾅ

生
年
月
日

昭
和
・
平
成

年

月
日
生
（

歳
）

個
人
番
号

②
住

所

（
〒

-
）

電
話
（

）

－

③
教
育
訓
練
施
設
の
名
称

④
教
育
訓
練
講
座
の
名
称

⑤
教
育
訓
練
の
期
間

平
成

年
月

日
～

平
成

年
月

日
（

受
講

開
始

日
）

⑥
所
要
費
用
（
予
定
）

入
学
料

円
、
受
講
料

円
合
計
額

円

⑦
公
共
職
業
安
定
所
の
一
般
教

育
訓
練
給
付
金
受
給
資
格
の

有
無

受
講
開
始
日
現
在
に
お
い
て
雇
用
保
険
制
度
の
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
の
受
給
資
格
が

あ
る
・
な
い
。

⑧
過
去
の
受
給
の
有
無

過
去
に
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
を
受
け
た
こ
と
が

あ
る
・
な
い
。

⑨
児
童
扶
養
手
当
の
受
給
の

証
明

上
記
申
請
者
は
、
児
童
扶
養
手
当
を
受
給
し
て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
。

（
担
当
者
氏
名
）

印

（
備
考
）

（
注
意
）

１
支
給
の
対
象
と
な
る
の
は
、
指
定
教
育
訓
練
の
受
講
に
つ
い
て
支
払
う
入
学
料
及
び
受
講
料
（
希
望
に
よ
り
行
わ
れ
る
訓
練
や
希
望
に
よ
り
提
供
さ
れ

る
教
材
等
に
要
す
る
費
用
を
除
き
ま
す
。
以
下
、
同
じ
で
す
。
）

２
支
給
の
対
象
と
な
る
の
は
、
入
学
料
及
び
受
講
料
の
合
計
額
の
６
割
相
当
額
（
限
度
、
２
０
万
円
）
で
す
。

雇
用
保
険
法
に
よ
る
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
の
受
給
資
格
の
あ
る
者
に
つ
い
て
は
、
上
記
の
額
か
ら
雇
用
保
険
法
に
よ
る
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
の
支

給
額
を
差
し
引
い
た
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

３
指
定
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
受
講
開
始
日
や
所
要
費
用
（
予
定
）
に
つ
い
て
は
、
教
育
訓
練
施
設
に
確
認
を
し
た
内
容
で
通
知
し
ま
す
。

４
所
要
費
用
に
つ
い
て
は
、
標
準
的
な
予
定
さ
れ
る
金
額
で
あ
り
、
受
講
終
了
後
に
教
育
訓
練
施
設
よ
り
証
明
さ
れ
た
金
額
に
基
づ
き
支
給
額
を
算
定
す

る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

５
受
講
対
象
講
座
の
指
定
後
、
指
定
教
育
訓
練
の
受
講
を
取
り
や
め
た
場
合
、
受
講
の
中
途
で
や
め
た
場
合
は
、
都
道
府
県
等
に
そ
の
旨
を
報
告
し
て
く

だ
さ
い
。

６
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
の
支
給
を
受
け
る
た
め
に
は
、
教
育
訓
練
施
設
よ
り
受
講
修
了
の
証
明
を
受
け
、
受
講
修
了
日
か
ら
起
算
し
て
30
日
以
内

に
、
あ
ら
た
め
て
「
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
支
給
申
請
書
」
に
添
付
書
類
を
つ
け
て
支
給
申
請
手
続
き
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
す
。

７
「
⑨
児
童
扶
養
手
当
の
受
給
の
証
明
」
欄
は
、
都
道
府
県
、
市
及
び
福
祉
事
務
所
設
置
町
村
の
児
童
扶
養
手
当
支
給
担
当
者
が
確
認
の
上
、
記
名
押
印

し
ま
す
。
そ
の
場
合
、
児
童
扶
養
手
当
証
書
を
添
付
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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改
正
後

現
行

（
略

）
教

別
紙
参
考
様
式
２

自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
受
講
対
象
講
座
指
定
通
知
書

①
氏

名

ﾌﾘ
ｶﾞ
ﾅ

生
年
月
日

昭
和
・
平
成

年

月
日
生
（

歳
）

②
住

所
（
〒

-
）

電
話
（

）

－

③
教
育
訓
練
施
設
の
名
称

④
教
育
訓
練
講
座
の
名
称

⑤
教
育
訓
練
の
期
間

平
成

年
月

日
～

平
成

年
月

日

（
受

講
開

始
日

）

⑥
所
要
費
用
（
予
定
）

入
学
料

円
、
受
講
料

円
合
計
額

円

※

さ
き
に
あ
な
た
か
ら
提
出
の
あ
り
ま
し
た
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
受
講
対
象
講
座
指
定
申
請
書
に
基
づ
き
審
査
し
た
と
こ

ろ
上
記
の
と
お
り
指

定
し
た
の
で
通
知
し
ま
す
。

平
成

年
月

日

都
道
府
県
等
の
長

印

（
注
意
）

１
支
給
の
対
象
と
な
る
の
は
、
指
定
教
育
訓
練
の
受
講
に
つ
い
て
支
払
う
入
学
料
及
び
受
講
料
（
希
望
に
よ
り
行
わ
れ
る
訓
練
や
希
望
に
よ
り
提
供
さ
れ

る
教
材
等
に
要
す
る
費
用
を
除
き
ま
す
。
以
下
、
同
じ
で
す
。
）

２
支
給
の
対
象
と
な
る
の
は
、
入
学
料
及
び
受
講
料
の
合
計
額
の
６
割
相
当
額
（
限
度
、
２
０
万
円
）
で
す
。

雇
用
保
険
法
に
よ
る
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
の
受
給
資
格
の
あ
る
者
に
つ
い
て
は
、
上
記
の
額
か
ら
雇
用
保
険
法
に
よ
る
一
般
教
育
訓
練
給
付
金
の
支

給
額
を
差
し
引
い
た
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

３
所
要
費
用
に
つ
い
て
は
標
準
的
に
予
定
さ
れ
る
金
額
で
あ
り
、
受
講
修
了
後
に
教
育
訓
練
施
設
よ
り
証
明
さ
れ
た
金
額
に
基
づ
き
支
給
額
を
算
定
す
る

こ
と
と
な
り
ま
す
。

４
受
講
対
象
講
座
の
指
定
後
、
指
定
教
育
訓
練
の
受
講
を
取
り
や
め
た
場
合
、
受
講
の
中
途
で
や
め
た
場
合
は
、
都
道
府
県
等
に
そ
の
旨
を
報
告
し
て
く

だ
さ
い
。

５
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
の
支
給
を
受
け
る
た
め
に
は
、
教
育
訓
練
施
設
よ
り
受
講
修
了
の
証
明
を
受
け
、
受
講
修
了
日
か
ら
起
算
し
て
30
日
以
内

に
、
あ
ら
た
め
て
「
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
支
給
申
請
書
」
に
こ
の
通
知
を
含
む
添
付
書
類
を
つ
け
て
支
給
申
請
手
続
き
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
す
。
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改
正
後

現
行

（
略

）

別
紙
参
考
様
式
３

自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
支
給
申
請
書

平
成

年
月

日

都
道
府
県
等
の
長

殿

申
請

者
の

氏
名

自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
の
支
給
を
受
け
た
い
の
で
下
記
に
よ
り
申
請
し
ま
す
。

①
氏

名

（
個
人
番
号
）

ﾌﾘ
ｶﾞ
ﾅ

生
年
月
日

昭
和
・
平
成

年

月
日
生
（

歳
）

個
人
番
号

②
住

所

（
〒

-
）

電
話
（

）

－

③
教
育
訓
練
施
設
の
名
称

④
教
育
訓
練
講
座
の
名
称

⑤
教
育
訓
練
の
期
間

平
成

年
月

日
～

平
成

年
月

日

（
受

講
開

始
日

）

⑥
所
要
費
用

入
学
料

円
、
受
講
料

円
合
計
額

円

⑦
雇
用
保
険
法
に
よ
る
一
般
教

育
訓
練
給
付
金
の
受
給
額

円

⑧
希
望
す
る
支
払
金
融
機
関

金
融
機
関
名

口
座
の
種
類

普
通
・
当
座
・
そ
の
他

支
店
名

口
座
番
号

口
座
名
義
（
フ
リ
ガ
ナ
）

⑨
児
童
扶
養
手
当
の
受
給
の

証
明

上
記
申
請
者
は
、
児
童
扶
養
手
当
を
受
給
し
て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
。

（
担
当
者
氏
名
）

印

（
備
考
）

（
注
意
）

１
支
給
申
請
期
間
は
、
受
講
終
了
日
か
ら
起
算
し
て
30
日
以
内
で
す
。

２
「
⑨
児
童
扶
養
手
当
の
受
給
の
証
明
」
欄
は
、
都
道
府
県
、
市
及
び
福
祉
事
務
所
設
置
町
村
の
児
童
扶
養
手
当
支
給
担
当
者
が
確
認
の
上
、
記
名
押
印

し
ま
す
。
そ
の
場
合
、
児
童
扶
養
手
当
証
書
を
添
付
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

印
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改
正
後

現
行

（
略

）
高

別
紙
参
考
様
式

高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
等
支
給
申
請
書

平
成

年
月

日

都
道
府
県
等
の
長

殿

申
請

者
の

氏
名

印

高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
・
高
等
職
業
訓
練
修
了
支
援
給
付
金
の
支
給
を
受
け
た
い
の
で
下
記
に
よ
り
申
請
し
ま
す
。

※
い
ず
れ
か
に
○
を
つ
け
る
こ
と
。

①
氏

名

（
個
人
番
号
）

ﾌﾘ
ｶﾞ
ﾅ

生
年
月
日

昭
和
・
平
成

年

月
日
生
（

歳
）

個
人
番
号

②
住

所
（
〒

-
）

電
話
（

）

－

③
過
去
の
受
給
の
有
無

過
去
に
（
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
・
高
等
職
業
訓
練
修
了
支
援
給
付
金
）
を
受
け
た
こ
と
が
（
あ
る
・
な

い
）

④
本
給
付
金
と
同
時
に
利
用
す

る
給
付
金
・
貸
付
金
に
つ
い
て

⑤
養
成
機
関
及

び
修
業
内
容

に
つ
い
て

養
成
機
関
名

住
所

電
話
（

）

－

修
業
期
間

平
成

年
月

日
～
平
成

年
月

日
養
成
区
分

昼
間
・
夜
間

修
業
に
係
る
資
格

看
護
師
・
介
護
福
祉
士
・
保
育
士
・
理
学
療
法
士
・
作
業
療
法
士
・
そ
の
他
(

)

⑥
希
望
す
る

支
払
金
融

機
関

金
融
機
関
名

口
座
の
種
類

普
通
・
当
座
・
そ
の
他

支
店
名

口
座
番
号

口
座
名
義
（
フ
リ
ガ
ナ
）

⑦
児
童
扶
養

手
当
の
受

給
の
証
明

上
記
申
請
者
は
、
児
童
扶
養
手
当
を
受
給
し
て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
。

（
担
当
者
氏
名
）

印

（
備
考
）

（
注
意
）

１
「
④
本
給
付
金
と
同
時
に
利
用
す
る
給
付
金
・
貸
付
金
」
欄
は
、
本
給
付
金
と
同
時
に
利
用
す
る
給
付
金
・
貸
付
金
が
あ
る
場
合
に
は
、
必
ず
記
載
し

て
く
だ
さ
い
。

２
修
業
証
明
書
等
を
添
付
す
る
場
合
は
、
「
⑤
養
成
機
関
及
び
修
業
内
容
に
つ
い
て
」
欄
を
記
載
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

３
「
⑦
児
童
扶
養
手
当
の
受
給
の
証
明
」
欄
は
、
都
道
府
県
、
市
及
び
福
祉
事
務
所
設
置
町
村
の
児
童
扶
養
手
当
支
給
担
当
者
が
確
認
の
上
、
記
名
押
印

し
ま
す
。
そ
の
場
合
、
児
童
扶
養
手
当
証
書
を
添
付
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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改
正
後

現
行

（
略

）

（
裏

面
）

⑧
申
請
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者
の
氏
名
等
に
つ
い
て

１
氏

名

（
個
人
番
号
）

ﾌﾘ
ｶﾞ
ﾅ

生
年
月
日

昭
和
・
平
成

年

月
日
生
（

歳
）

個
人
番
号

住
所

（
〒

-
）

続
柄

２
氏

名

（
個
人
番
号
）

ﾌﾘ
ｶﾞ
ﾅ

生
年
月
日

昭
和
・
平
成

年

月
日
生
（

歳
）

個
人
番
号

住
所

（
〒

-
）

続
柄

３
氏

名

（
個
人
番
号
）

ﾌﾘ
ｶﾞ
ﾅ

生
年
月
日

昭
和
・
平
成

年

月
日
生
（

歳
）

個
人
番
号

住
所

（
〒

-
）

続
柄

４
氏

名

（
個
人
番
号
）

ﾌﾘ
ｶﾞ
ﾅ

生
年
月
日

昭
和
・
平
成

年

月
日
生
（

歳
）

個
人
番
号

住
所

（
〒

-
）

続
柄

５
氏

名

（
個
人
番
号
）

ﾌﾘ
ｶﾞ
ﾅ

生
年
月
日

昭
和
・
平
成

年

月
日
生
（

歳
）

個
人
番
号

住
所

（
〒

-
）

続
柄

（
備
考
）
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「
ひ
と
り
親
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
資
金
事
業
の
運
営
に
つ
い
て
」
の
一
部
改
正
新
旧
対
照
表
（
案
）

改
正
後

現
行

雇
児
発
０
３
０
７
第
８
号

平
成
２
８
年

３
月

７
日

一
部
改
正

子
発
※
※
※
※
第
※
※
号

平
成
※
※
年
※
月
※
※
日

都
道

府
県

知
事

各
殿

指
定

都
市

市
長

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長

（
公

印
省

略
）

ひ
と
り
親
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
資
金
事
業
の
運
営
に
つ
い
て

標
記
に
つ
い
て
は
、
「
ひ
と
り
親
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
資
金
の
貸
付
け
に
つ
い
て
」
平
成
28
年
３
月
７
日

厚
生
労
働
省
発
雇
児
03
07
第
８
号
を
も
っ
て
厚
生
労
働
事
務
次
官
か
ら
通
知
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
こ
れ
の

運
営
に
あ
た
っ
て
は
、
次
の
事
項
に
留
意
の
う
え
、
所
期
の
目
的
達
成
の
た
め
遺
憾
の
な
い
よ
う
配
慮
さ
れ
た
い
。

１
貸
付
事
業
の
実
施
主
体
に
つ
い
て

（
略
）

雇
児
発
０
３
０
７
第
８
号

平
成
２
８
年

３
月

７
日

都
道

府
県

知
事

各
殿

指
定

都
市

市
長

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長

（
公

印
省

略
）

ひ
と
り
親
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
資
金
事
業
の
運
営
に
つ
い
て

標
記
に
つ
い
て
は
、
「
ひ
と
り
親
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
資
金
の
貸
付
け
に
つ
い
て
」
平
成
28
年
３
月
７
日

厚
生
労
働
省
発
雇
児
03
07
第
８
号
を
も
っ
て
厚
生
労
働
事
務
次
官
か
ら
通
知
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
こ
れ
の

運
営
に
あ
た
っ
て
は
、
次
の
事
項
に
留
意
の
う
え
、
所
期
の
目
的
達
成
の
た
め
遺
憾
の
な
い
よ
う
配
慮
さ
れ
た
い
。

１
貸
付
事
業
の
実
施
主
体
に
つ
い
て

ひ
と
り
親
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
資
金
の
貸
付
事
業
（
以
下
「
貸
付
事
業
」
と
い
う
。
）
の
実
施
主
体
は
、

「
ひ
と
り
親
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
資
金
の
貸
付
け
に
つ
い
て
」
（
平
成
28
年
３
月
７
日
厚
生
労
働
省
発
雇

児
03
07
第
８
号
）
別
紙
「
ひ
と
り
親
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
資
金
貸
付
金
事
業
実
施
要
綱
」
（
以
下
「
要
綱
」

と
い
う
。
）
第
２
に
規
定
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
次
の
（
１
）
又
は
（
２
）
に
留
意
の
上
、
取
り
扱

わ
れ
た
い
こ
と
。

（
１
）

実
施
主
体
に
係
る
留
意
点

都
道
府
県
又
は
指
定
都
市
（
以
下
「
都
道
府
県
等
」
と
い
う
。
）
が
適
当
と
認
め
る
団
体
が
実
施
主
体

と
な
る
場
合
は
、
要
綱
第
２
の
（
２
）
の
規
定
の
と
お
り
、
都
道
府
県
知
事
又
は
指
定
都
市
市
長
（
以

下
「
都
道
府
県
知
事
等
」
と
い
う
。
）
が
訓
練
促
進
資
金
の
貸
付
け
に
当
た
っ
て
必
要
な
指
導
・
助
言

を
行
う
場
合
に
限
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ま
た
、
都
道
府
県
等
が
適
当
と
認
め
る
団
体
の
選
定
に
当
た
っ
て
は
、
他
の
貸
付
事
業
と
併
せ
て
実
施

す
る
こ
と
が
効
果
的
で
あ
る
場
合
も
考
え
ら
れ
る
の
で
、
こ
の
よ
う
な
点
に
つ
い
て
も
考
慮
さ
れ
た
い
。

な
お
、
要
綱
第
２
の
（
２
）
に
規
定
す
る
一
般
社
団
法
人
又
は
一
般
財
団
法
人
に
つ
い
て
は
、
貸
金
業

資料３
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改
正
後

現
行

２
貸
付
対
象
者
に
つ
い
て

（
１
）

貸
付
対
象
者
は
、
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
を
受
け
る
者
で
あ
り
、
か
つ
、
原
則
と
し
て
当

該
都
道
府
県
等
に
住
民
登
録
を
し
て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
養
成
機
関
修
了
後
当
該
都
道
府
県
等
の
区
域
に

お
い
て
要
綱
第
８
の
１
に
規
定
す
る
業
務
に
従
事
し
よ
う
と
す
る
者
と
す
る
こ
と
。

な
お
、
都
道
府
県
等
の
判
断
に
よ
り
、
貸
付
対
象
と
す
る
者
が
業
務
に
従
事
す
る
区
域
を
当
該
都
道
府

県
等
の
区
域
に
限
定
し
な
い
こ
と
と
し
て
も
差
し
支
え
な
い
。

（
２
）
平
成
30
年
４
月
１
日
よ
り
、
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
を
受
け
、
准
看
護
師
養
成
機
関
を
修
了

す
る
者
が
、
引
き
続
き
、
看
護
師
の
資
格
を
取
得
す
る
た
め
に
、
養
成
機
関
で
修
業
す
る
場
合
に
お
け
る
ひ

と
り
親
家
庭
高
等
職
業
訓
練
促
進
資
金
の
取
扱
は
以
下
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
。

①
入
学
準
備
金
に
つ
い
て
は
、
准
看
護
師
養
成
機
関
の
入
学
時
に
貸
し
付
け
を
行
う
こ
と
と
し
、
看
護
師

の
養
成
機
関
の
入
学
時
に
お
い
て
改
め
て
貸
し
付
け
を
行
わ
な
い
こ
と
。

②
就
職
準
備
金
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
准
看
護
師
養
成
機
関
の
修
了
時
に
は
貸
し
付
け
を
行
わ
な
い

こ
と
と
し
、
看
護
師
の
養
成
機
関
を
修
了
し
、
資
格
を
取
得
し
た
時
点
に
お
い
て
就
職
準
備
金
の
貸
し

付
け
を
行
う
こ
と
。

③
看
護
師
の
養
成
機
関
を
修
了
し
た
後
、
取
得
し
た
資
格
を
活
か
し
て
就
職
し
、
そ
の
業
務
に
５
年
間
従

法
（
昭
和
58
年
法
律
32
号
）
第
３
条
に
規
定
す
る
登
録
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
な
る
の
で

留
意
さ
れ
た
い
こ
と
。

（
２
）

都
道
府
県
等
の
役
割

要
綱
第
２
の
（
２
）
に
規
定
す
る
「
都
道
府
県
知
事
等
が
訓
練
促
進
資
金
の
貸
付
け
に
当
た
っ
て
必
要

な
指
導
・
助
言
を
行
う
場
合
」
と
は
、
次
の
①
か
ら
④
ま
で
に
掲
げ
る
内
容
を
い
う
も
の
で
あ
る
こ
と
。

①
貸
付
事
業
の
実
施
に
当
た
っ
て
、
都
道
府
県
等
が
適
当
と
認
め
る
団
体
に
対
し
て
、
貸
付
計
画
書
（
少

な
く
と
も
貸
付
見
込
人
数
、
貸
付
見
込
額
、
返
還
見
込
額
等
を
盛
り
込
む
も
の
と
す
る
。
）
を
策
定
さ

せ
、
当
該
計
画
書
（
当
該
計
画
書
の
内
容
を
変
更
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
内
容
に
つ
い
て
承
認
す
る

こ
と
。

②
都
道
府
県
等
が
適
当
と
認
め
る
団
体
が
債
権
管
理
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
し
て
定
め

た
要
綱
第
９
に
規
定
す
る
訓
練
促
進
資
金
の
返
還
期
間
、
返
還
額
又
は
返
還
方
法
（
当
該
返
還
期
間
等

を
変
更
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
つ
い
て
承
認
す
る
こ
と
。

③
都
道
府
県
等
が
適
当
と
認
め
る
団
体
が
要
綱
第
11
に
規
定
す
る
返
還
の
債
務
の
裁
量
免
除
を
行
う
場

合
、
そ
の
妥
当
性
に
つ
い
て
承
認
す
る
こ
と
。

④
そ
の
他
貸
付
事
業
の
実
施
に
当
た
っ
て
都
道
府
県
等
が
適
当
と
認
め
る
団
体
に
対
す
る
必
要
な
指
導

・
助
言
を
行
う
こ
と
。

２
貸
付
対
象
者
に
つ
い
て

貸
付
対
象
者
は
、
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
の
支
給
を
受
け
る
者
で
あ
り
、
か
つ
、
原
則
と
し
て
当
該
都

道
府
県
等
に
住
民
登
録
を
し
て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
養
成
機
関
修
了
後
当
該
都
道
府
県
等
の
区
域
に
お
い
て
要

綱
第
８
の
１
に
規
定
す
る
業
務
に
従
事
し
よ
う
と
す
る
者
と
す
る
こ
と
。

な
お
、
都
道
府
県
等
の
判
断
に
よ
り
、
貸
付
対
象
と
す
る
者
が
業
務
に
従
事
す
る
区
域
を
当
該
都
道
府
県
等

の
区
域
に
限
定
し
な
い
こ
と
と
し
て
も
差
し
支
え
な
い
。
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改
正
後

現
行

事
し
た
場
合
に
は
、
貸
し
付
け
た
入
学
準
備
金
及
び
就
職
準
備
金
の
返
還
が
免
除
さ
れ
る
こ
と
。

３
貸
付
金
の
限
度
に
つ
い
て

（
略
）

４
貸
付
金
の
交
付
方
法
に
つ
い
て

（
略
）

５
貸
付
契
約
の
解
除
に
つ
い
て

（
略
）

６
返
還
の
債
務
の
当
然
免
除
に
つ
い
て

（
略
）

３
貸
付
金
の
限
度
に
つ
い
て

訓
練
促
進
資
金
は
、
養
成
機
関
に
支
払
う
入
学
金
、
教
材
費
等
の
納
付
金
の
他
参
考
図
書
、
学
用
品
、
交
通

費
等
に
充
当
す
る
も
の
で
あ
る
の
で
、
貸
付
金
に
つ
い
て
は
、
要
綱
第
４
の
２
に
定
め
る
金
額
の
範
囲
内
で
あ

れ
ば
入
学
金
等
養
成
施
設
等
に
対
す
る
納
付
金
の
額
の
如
何
を
問
わ
ず
、
本
人
の
希
望
す
る
額
を
貸
し
付
け
て

差
し
支
え
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。

４
貸
付
金
の
交
付
方
法
に
つ
い
て

貸
付
金
の
交
付
は
、
一
括
で
行
う
も
の
と
す
る
。

５
貸
付
契
約
の
解
除
に
つ
い
て

要
綱
第
７
の
１
に
規
定
す
る
「
資
金
貸
付
け
の
目
的
を
達
成
す
る
見
込
み
が
な
く
な
っ
た
と
認
め
ら
れ
る
に

至
っ
た
と
き
」
は
、
次
の
各
号
の
１
に
該
当
す
る
場
合
を
い
う
。

(１
)

退
学
し
た
と
き
。

(２
)

心
身
の
故
障
の
た
め
修
学
を
継
続
す
る
見
込
み
が
な
く
な
っ
た
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

(３
)

死
亡
し
た
と
き
。

(４
)

そ
の
他
訓
練
促
進
資
金
貸
付
け
の
目
的
を
達
成
す
る
見
込
み
が
な
く
な
っ
た
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

６
返
還
の
債
務
の
当
然
免
除
に
つ
い
て

(１
)

災
害
、
疾
病
、
負
傷
、
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
国
家
試
験
を
受
験
で
き
な
か
っ
た
場
合
又
は

国
家
試
験
に
合
格
で
き
な
か
っ
た
場
合
で
あ
っ
て
、
都
道
府
県
知
事
、
指
定
都
市
市
長
、
又
は
都
道
府
県
等

が
適
当
と
認
め
る
団
体
（
以
下
「
都
道
府
県
知
事
等
」
と
い
う
。
）
が
本
人
の
申
請
に
基
づ
き
次
年
度
の
国

家
試
験
を
受
験
す
る
意
思
が
あ
る
と
認
め
た
場
合
、
要
綱
第
８
の
１
及
び
第
９
の
２
に
規
定
す
る
「
養
成
機

関
を
修
了
し
、
か
つ
、
資
格
を
取
得
し
た
日
」
を
、
「
養
成
機
関
を
修
了
し
た
年
度
の
翌
年
度
の
資
格
取
得

し
た
日
」
と
読
み
替
え
て
差
し
支
え
な
い
こ
と
。

(２
)

要
綱
第
８
の
１
、
第
９
及
び
第
10
の
１
の
(２

)に
規
定
す
る
「
他
種
の
養
成
機
関
等
」
は
、
介
護
福
祉
士

指
定
養
成
施
設
等
卒
業
者
の
場
合
は
社
会
福
祉
士
指
定
養
成
施
設
等
、
社
会
福
祉
士
指
定
養
成
施
設
等
卒
業

者
の
場
合
は
介
護
福
祉
士
指
定
養
成
施
設
等
で
あ
る
こ
と
。

(３
)

要
綱
第
８
の
１
、
第
９
及
び
第
10
の
２
の
(２

)に
規
定
す
る
「
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
」
は
、
要
綱

第
８
の
１
に
規
定
す
る
業
務
に
従
事
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
客
観
的
に
判
断
で
き
る
場
合
で
あ
る
こ

と
。
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改
正
後

現
行

７
返
還
の
債
務
の
裁
量
免
除
に
つ
い
て

（
略
）

８
国
庫
補
助
対
象
事
業
に
つ
い
て

（
略
）

９
会
計
経
理
に
つ
い
て

（
略
）

７
返
還
の
債
務
の
裁
量
免
除
に
つ
い
て

(１
)

要
綱
第
11
の
１
及
び
２
に
規
定
す
る
返
還
の
債
務
の
裁
量
免
除
は
、
相
続
人
又
は
連
帯
保
証
人
へ
請
求
を

行
っ
て
も
な
お
、
返
還
が
困
難
で
あ
る
な
ど
、
真
に
や
む
を
得
な
い
場
合
に
限
り
、
個
別
に
適
用
す
べ
き
も

の
で
あ
る
こ
と
。

ま
た
、
要
綱
第
11
の
３
に
規
定
す
る
返
還
の
債
務
の
裁
量
免
除
は
、
本
貸
付
事
業
が
要
綱
第
８
の
１
に
規
定

す
る
業
務
に
従
事
し
た
者
の
定
着
促
進
を
図
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
適
用
は
機
械
的
に
行
う
こ
と

な
く
貸
付
け
を
受
け
た
者
の
状
況
を
十
分
把
握
の
う
え
、
個
別
に
適
用
す
べ
き
も
の
で
あ
る
こ
と
。
こ
の
場

合
、
本
人
の
責
に
よ
る
事
由
に
よ
り
免
職
さ
れ
た
者
、
特
別
な
事
情
が
な
く
恣
意
的
に
退
職
し
た
者
等
に
つ

い
て
は
、
適
用
す
べ
き
で
は
な
い
こ
と
。

(２
)

裁
量
免
除
の
額
は
、
要
綱
第
８
の
１
に
規
定
す
る
業
務
に
従
事
し
た
年
数
を
５
で
除
し
た
数
値
を
、
貸
付

額
に
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。

８
国
庫
補
助
対
象
事
業
に
つ
い
て

(１
)

都
道
府
県
等
が
実
施
主
体
で
あ
る
場
合

こ
の
貸
付
事
業
の
た
め
の
国
庫
補
助
は
、
都
道
府
県
等
が
こ
の
貸
付
金
及
び
貸
付
事
務
費
又
は
委
託
費
を

対
象
と
し
て
措
置
す
る
も
の
と
す
る
。

(２
)

都
道
府
県
等
が
適
当
と
認
め
る
団
体
が
実
施
主
体
で
あ
る
場
合

こ
の
貸
付
事
業
の
た
め
の
国
庫
補
助
は
、
都
道
府
県
等
が
適
当
と
認
め
る
団
体
が
こ
の
貸
付
事
業
の
実
施

に
必
要
な
貸
付
金
及
び
貸
付
事
務
費
を
対
象
と
し
て
措
置
す
る
も
の
と
す
る
。

な
お
、
貸
付
事
務
費
は
毎
年
度
72
0万

円
ま
で
の
範
囲
で
使
用
で
き
る
こ
と
と
す
る
。
ま
た
、
こ
の
貸
付
事

業
を
都
道
府
県
と
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
あ
る
指
定
都
市
が
同
一
の
団
体
を
都
道
府
県
等
が
適
当
と

認
め
る
団
体
と
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
都
道
府
県
等
が
適
当
と
認
め
る
団
体
が
使
用
で
き
る
貸
付
事
務
費

は
、
上
記
の
範
囲
内
で
あ
る
こ
と
。

９
会
計
経
理
に
つ
い
て

(１
)

都
道
府
県
等
が
実
施
主
体
で
あ
る
場
合

こ
の
貸
付
事
業
の
た
め
に
、
特
別
会
計
を
設
定
す
る
こ
と
は
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
な
い
が
、
事
業
の
性
格

に
鑑
み
、
当
該
国
庫
補
助
対
象
事
業
の
会
計
経
理
を
明
確
に
す
る
こ
と
。
特
に
、
国
庫
補
助
を
受
け
な
い
都

道
府
県
負
担
の
事
業
を
併
せ
実
施
す
る
場
合
は
、
明
瞭
に
区
分
し
て
お
く
こ
と
。

(２
)

都
道
府
県
等
が
適
当
と
認
め
る
団
体
が
実
施
主
体
で
あ
る
場
合

都
道
府
県
等
が
適
当
と
認
め
る
団
体
に
お
い
て
は
、
特
別
会
計
を
設
定
し
て
こ
の
貸
付
事
業
の
会
計
経
理
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改
正
後

現
行

10
事
業
の
廃
止
に
つ
い
て

（
略
）

を
明
確
に
す
る
こ
と
。

ま
た
、
当
該
特
別
会
計
に
つ
い
て
は
、
毎
年
度
、
当
該
年
度
に
お
け
る
貸
付
件
数
、
貸
付
額
、
返
還
額
等

の
貸
付
事
業
決
算
書
を
策
定
し
、
都
道
府
県
知
事
又
は
指
定
都
市
市
長
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の

で
あ
る
こ
と
。

10
事
業
の
廃
止
に
つ
い
て

本
事
業
の
目
的
を
達
成
し
た
と
認
め
ら
れ
る
と
き
そ
の
他
本
事
業
を
終
了
す
る
必
要
が
あ
る
と
国
及
び
都

道
府
県
等
が
認
め
る
と
き
は
、
本
事
業
の
全
部
又
は
一
部
を
廃
止
す
る
も
の
と
す
る
。
な
お
、
こ
の
場
合
に
お

け
る
精
算
に
当
た
っ
て
は
、
要
綱
第
14

の
３
の
規
定
に
基
づ
き
行
う
こ
と
。

-92-

名称未設定-1   92 2018/03/15   15:36:57



子発※※※第※※号

平成※※年※月※日

都道府県知事

各 指定都市市長 殿

中核市市 長

厚生労働省子ども家庭局長

（公 印 省 略）

若年被害女性等支援モデル事業の実施について（案）

様々な困難を抱えた若年女性については、自ら悩みを抱え込み、問題が顕在化しにくく、

公的な支援につながりにくいといった側面が指摘されている。このため、公的機関と民間

団体とが密接に連携し、個々のケースに応じたきめ細かな支援を行う仕組みを構築するた

め、今般、別紙のとおり「若年被害女性等支援モデル事業実施要綱」を定め、平成３０年

４月１日から実施することとしたので、その適正かつ円滑な実施を期されたく通知する。

また、都道府県知事におかれては婦人相談所等の関係機関及び管内市区町村に対して、

指定都市市長及び中核市市長におかれては管内の関係機関に対して、この旨周知されるよ

うお願いする。

なお、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規

定に基づく技術的な助言である。

資料４
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（別紙）

若年被害女性等支援モデル事業実施要綱

１ 目的

若年被害女性等支援モデル事業（以下「モデル事業」という。）は、様々な困難を抱え

た若年女性について、個々のケースに応じたきめ細かな支援を行うため、公的機関と民

間団体が密接に連携し、アウトリーチから居場所の確保、公的機関や施設への「つなぎ」

を含めたアプローチを行う仕組みを構築することにより、若年女性の自立の推進に資す

ることを目的とする。

２ 実施主体

実施主体は、都道府県、指定都市、中核市及び一般市（特別区含む。）（以下「都道府

県等」という。）とする。

なお、実施主体は事業の全部又は一部について、年間を通じて若年女性の支援を行う

社会福祉法人、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）等（ただし、宗教活動や政治活動を

主たる目的とする団体、暴力団及びその統制の下にある団体等を除く。）に委託すること

ができる。

３ 対象者

本事業の対象者は、性暴力や虐待等の被害に遭った又は被害に遭うおそれのある主に

１０代から２０代の女性であって、都道府県等が本事業の対象とすることを適当と認め

た者（以下「若年被害女性等」という。）とする。

４ 事業内容及び実施方法

都道府県等は、以下の（１）の①及び（２）の事業を行うことを必須とし、（１）の②、

（３）及び（４）の事業については既存事業の活用や対象者のニーズ等に応じて実施す

ることができる。

なお、（１）から（４）の事業実施の過程において、１８歳未満の対象者で親等からの

虐待を受けたと思われるなど要保護児童として把握した場合は、児童福祉法第２５条の

規定に基づき、市区町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所等に速や

かに通告するものとする。

（１）アウトリーチ支援

都道府県等は、困難を抱えた若年被害女性等に対して、主に夜間見回り等による

声掛けや、相談窓口における相談及び面談等の以下の支援を実施する。

① 夜間見回り等

困難を抱えた若年被害女性等の被害の未然防止を図る観点から、深夜の繁華街
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などを巡回し、夜間徘徊など家に帰れずにいる若年被害女性等に対して、声掛け

や相談支援を原則として週１回程度実施する。また、出張相談など若年被害女性

等の状況に応じた支援を行うとともに、必要に応じて関係機関や居場所等への同

行支援を行う。

② 相談及び面談

若年被害女性等からの様々な悩みや直面する課題に対応するため、相談窓口を

設置し、電話、メール、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等

による相談や必要に応じて面談を実施する。また、アウトリーチ支援において声

掛けを行った若年被害女性等や居場所を利用していた若年被害女性等からのその

後の相談に対応するとともに、必要に応じて面談を実施する。

なお、夜間見回りや面談等の際に緊急的に福祉サービスが必要となった場合は、

原則として、夜間見回り先や面談実施場所等の市区町村が実施機関として福祉サー

ビスの調整を行う。

（２）関係機関連携会議の設置

都道府県等は、行政機関、民間団体、医療機関等で構成する関係機関連携会議を

設置し、若年被害女性等に対する支援の内容に関する協議、公的機関等へのつなぎ

方の協議や事例検証などを行い、公的機関と民間団体とが密接に連携し相互に情報

共有を図る。なお、会議は原則として月１回程度開催することが望ましい。

（３）居場所の提供に関する支援

都道府県等は、若年被害女性等の身体的・心理的な状態や家庭環境等により、一

時的に安心・安全な居場所での支援が必要と判断した場合は、居場所を提供し、食

事の提供など日常生活上の支援、不安や悩み等に対する相談支援を以下により実施

する。

① 居場所の提供期間

居場所の提供は一時的な保護（１日から２日程度）を原則とするが、利用者の

状態やその後の支援につなげるまでの間やむを得ず長期化する場合は、都道府県

等の判断により引き続き居場所での支援を実施することができることとする。な

お、保護が２週間を超える場合は、自立支援計画を策定すること。

② 居場所の提供体制

居場所の提供に当たっては、利用者の安全及び衛生の確保並びにプライバシー

の保護に配慮した設備を有し、夜間を含め、速やかに利用者と連絡が取れる体制

を確保すること。ただし、利用者が未成年者であって、夜間における一時的な保

護が必要な場合は、支援員による見守り体制を確保すること。

なお、都道府県等の実情により、公共施設等の既存の建物を居場所として活用

し支援することもできることとする。

③ 利用者負担

支援が長期化する場合、食事の提供及び居住に要する費用その他日常生活で通

常必要となるものであって利用者に負担させることが適当と認められる費用につ
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いては、利用者に負担させることができるものとする。

利用者に負担させることができる金額は、自立支援計画において明確に定める

こととし、あらかじめ利用者に知らせ、同意を得なければならない。また、当該

金額は、利用者の経済状況等に十分配慮した金額としなければならない。なお、

利用者に負担させた場合は、適正に会計処理を行うとともに、これに関する諸帳

簿を整備しなければならない。

④ 留意事項

ア 居場所を提供し支援を行う場合は、利用者本人の同意を得ることとし、利用

者が未成年者の場合は、親等親権者へ連絡した上で実施することを原則とする。

親等親権者への連絡に当たっては、必要に応じて弁護士に依頼するなど、親子

関係等に十分配慮した上で実施すること。

イ 居場所で支援した後、自立に向けて福祉サービスが必要な場合は、原則とし

て、居場所がある所在地の市区町村が実施機関として福祉サービスの調整を行

うこと。

ウ 既に福祉サービス（生活保護や障害者手帳等）を利用している者を居場所で

支援した場合は、居場所がある所在地の市区町村につないだ上で、当該市区町

村は既福祉サービス提供市区町村と調整等を行い、福祉サービスの利用が途切

れることのないよう留意すること。

エ 居場所で長期に支援する場合の自立支援計画の策定に当たっては、事前に利

用者と話し合うなどして、利用者の意見が十分反映されるよう留意すること。

また、婦人相談所は計画策定への助言や策定会議への出席等により、情報を共

有するとともに計画の内容を確認すること。

（４）自立支援

居場所での支援が長期化する利用者については、自立支援計画に基づき自立に向

けた以下の支援を実施する。

① 利用者の新たな居住地に関して、利用者に対し情報提供や助言を行い、併せて

関係機関への同行支援及び連絡調整等を図る。

② 利用者が自立して生活するために、就業についての情報提供や助言を行い、ハ

ローワークなど関係機関への同行支援及び連絡調整等を図る。

③ 生活資金（生活保護等）についての情報提供や助言を行い、福祉事務所など関

係機関への同行支援及び連絡調整等を図る。

④ その他の利用者の自立に向けた必要な支援を行う。

５ 留意事項

都道府県等は、効果的な支援の実施のため、個人情報の適切な管理に十分配慮した上

で、関係者間での情報の共有に努めるとともに、業務上知り得た情報を漏らすことがな

いよう、関係者に対し、個人情報の取扱いについて守秘義務を課すこと。また、事業の

全部又は一部を委託して実施する場合は、委託先との契約において定めること。
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なお、関係機関連携会議等において関係機関の間で情報共有を行うことについても、

支援開始時点等に利用者から同意を得ておくこと。

６ 事業計画書の提出

都道府県等は、本実施要綱に基づくモデル事業について国の補助を受けようとする時

は、別紙様式１により協議し、承認を受けるものとする。

７ 実施状況報告書の提出

都道府県等は、本事業の実施状況について、別紙様式２により翌年度４月末日までに

提出すること。

８ 経費の補助

国は、予算の範囲内において都道府県等が事業のために支出した費用について、別に

定めるところにより補助するものとする。
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（別紙様式１）

（西暦） 年 月 日

厚生労働省子ども家庭局長

（自治体名）

印

○○年度 若年被害女性等支援モデル事業に関する事業計画書

１．事業の実施時期

２．事業委託先（予定）の概要

・団体名、代表者名

・住所、連絡先

・活動実績

３．年間の支援対象見込み数

・アウトリーチ支援 人

・居場所の提供支援 人

・自立支援 人

※予定する活動エリアでの現状や民間団体など実績等を参考に記載して下さい。

４．事業計画の内容

（１）アウトリーチ支援

   ➀夜間見回り等の方法（支援方法、活動エリア、回数、支援員の数等） 

②相談及び面談の方法（相談の受付方法、面談の方法、対象者の見込み人数等）

（２）関係機関連携会議の設置

①参画を見込んでいる関係機関

②連携会議での取組（計画）内容（実施予定回数ついても記載）
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（３）居場所の提供に関する支援

①居場所の状況（場所、建物の形状等）

②支援方法

③職員の配置状況

（４）自立支援

①支援方法（居住の確保の方法、就労支援の方法等）

②関係機関との連絡・調整方法（地域との関わり方なども見込まれる場合は記載）

５．事業所要額（対象経費の具体的な内訳を記載）
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（別紙様式２）

（西暦） 年 月 日

厚生労働省子ども家庭局長

（自治体名）

印

○○年度 若年被害女性等支援モデル事業に関する実施状況報告

１．事業委託先

・団体名、代表者名

２．事業実績内容

（１）アウトリーチ支援

①夜間見回り等の実施状況（支援回数、支援対象者数、活動状況を具体的に記載）

②相談及び面談の実施状況（活動状況を具体的に記載）

＜相談件数＞（延べ件数）※事業開始から年度末までの件数

相談方法 電話 メール SNS 面談 訪問 その他 計

相談件数

＜年齢別相談件数＞（延べ件数）※事業開始から年度末までの件数

年齢別 18歳未満 18歳以上

20歳未満

20歳以上

25歳未満

25歳以上

30歳未満

30歳以上 不明 計

相談件

数

②関係機関との連携状況（公的機関へつないだ件数等も記載）
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（２）関係機関連携会議の設置

①参画した関係機関

②実施状況（回数含む）

（３）居場所の提供に関する支援

①宿泊を伴う保護人数

・短期： 人

・長期（２週間以上）： 人

＜年齢別保護人数＞

年齢別 18 歳未満 18 歳以上

20 歳未満

20 歳以上

25 歳未満

25 歳以上

30 歳未満

30 歳以上 計

保護人数

（短期）

保護人数

（長期）

＜保護した女性の主訴＞

主 訴 虐待 性暴力 AV 出演強要 JK ビジネス

（人数）

主 訴 居所なし 家出 自殺念慮 いじめ

（人数）

主 訴 貧困 デート DV 妊娠 その他

（人数）

②関係機関との連携状況

③未成年者への対応状況

（４）自立支援

①支援状況（具体的に記載）

②関係機関との連携状況（公的機関へつないだ件数等も記載）

３．事業実績額（対象経費の具体的な支出内訳（人件費、事務費等）を記載）
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子発※※※第※※号

平成※※年※月※日

各 都道府県民生主管部（局）長 殿

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長

（公 印 省 略）

婦人相談員手当の国庫補助基準額の取扱いについて（案）

児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業の婦人相談員活動強化事業における婦人相談員手当

の国庫補助については、「児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費の国庫補助について」（平

成１９年１２月３日厚生労働省発雇児第１２０３００１号）により行われているところで

あるが、同通知別表に定める婦人相談員手当の国庫補助基準額の「一定の研修を修了した

者」（以下「研修受講者」という。）については、平成３０年４月１日から次のとおり取り

扱うこととしたので、その適正かつ円滑な実施を期されたく通知する。

なお、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規

定に基づく技術的な助言である。

１ 研修受講者について

（１）対象となる研修受講者については、以下の①又は②のいずれかに該当する研修を受

講した者とする。

① 国が実施する「全国婦人相談員・心理判定員研究協議会」

② 地方自治体又は全国婦人相談員連絡協議会等の関係団体が実施する婦人相談員を

対象とする研修

（２）地方自治体又は関係団体が実施する研修については、以下に例示する研修内容（カ

リキュラム）等を参考に、婦人相談員の質の向上を図る目的で行われる研修であって

婦人相談員を委嘱する都道府県又は市が認めた研修とする。

① 法制度・施策の理解について

婦人保護事業に関連する法制度の改正状況や課題の把握、関連施策の状況等

② 相談対応、支援技術・支援実務の習得について

困難性の高い相談に対する相談対応技術や二次的被害の防止、事例検討等

③ 関係機関との連携について

支援に必要な社会資源の把握や関係機関とのネットワークの構築等

資料５
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２ 留意事項

（１）平成２９年度末までに１の①又は②の研修を受講している者については、研修修了

証や復命書等により確認できる場合、研修受講者として取り扱うことができる。

（２）平成３０年度以降に１の①又は②の研修を受講した場合は、研修修了日の属する月

の翌月（この日が月の初日であるときは、その日の属する月）から適用する。
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子発※※※第※※号

平成※※年※月※日

都道府県知事

各 殿

指定都市市長

厚生労働省子ども家庭局長

（公 印 省 略）

婦人相談所一時保護所入所者個別対応強化事業の実施について（案）

婦人相談所一時保護所に入所した被害者に対する適切な支援体制を確保するため、別紙

のとおり「婦人相談所一時保護所入所者個別対応強化事業実施要綱」を定め、平成３０年

４月１日から実施することとしたので、その適正かつ円滑な実施を期されたく通知する。

なお、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規

定に基づく技術的な助言である。

資料６
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（別紙）

婦人相談所一時保護所入所者個別対応強化事業実施要綱

１ 目的

婦人相談所一時保護所には、様々な困難を抱える被害者が入所しており、入所者の中

には、配偶者からの暴力や性暴力等の被害に加え、何らかの障害あるいは疾病を複合的

に抱えているケースもあることから、個々のケースに応じたきめ細かな支援の強化を図

るため、婦人相談所一時保護所に個別対応を行う職員（以下「個別対応職員」という。）

を配置し、入所者に対する適切な支援体制を確保することを目的とする。

２ 実施主体

事業の実施主体は、都道府県、婦人相談所を設置する指定都市（以下「都道府県等」

という。）とする。

３ 対象施設

個別対応職員を配置する施設は、婦人相談所一時保護所とする。

４ 個別対応する職員の要件

個別対応職員は、次の各号のいずれかに該当する者をもって充てること。

（１）婦人保護事業、社会福祉事業に従事した経験のある者

（２）社会的信望、婦人保護事業に対する理解があり、都道府県等が適当と認めた者

５ 個別対応職員の業務内容

（１）特に個別の対応が必要とされる入所者への個別面接

（２）当該入所者への生活場面での１対１の対応

（３）地域で自立するための公的機関等への同行支援

（４）関係機関との連絡調整

（５）その他

５ 運営上の留意点

（１）婦人相談所設置要綱（昭和３８年３月１９日厚生省発社第３５号）に定める職員配

置を満たしており、婦人保護費国庫負担金の対象となる職員として国庫負担金の交付

を既に受けている職員とは別に個別対応職員を１名配置すること。
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（２）入所者との信頼関係の構築に努めること。

（３）効果的な支援の実施のため、個人情報の適切な管理に十分配慮した上で、関係者間

での情報の共有に努めるとともに、業務上知り得た情報を漏らすことがないよう、関

係者に対し、個人情報の取扱いについて守秘義務を課すこと。

６ 経費

個別対応職員の配置に要する経費については、国は予算の範囲内において別に定める

ところにより補助するものとする。
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子発※※※第※※号

平成※※年※月※日

各 都道府県知事 殿

厚生労働省子ども家庭局長

（公 印 省 略）

個別対応職員の配置について（案）

婦人保護施設に入所した被害者に対する適切な支援体制を確保するため、個別対応を行

う職員の配置について次のとおり実施方法を定め、平成３０年４月１日から実施すること

としたので、その適正かつ円滑な実施を期されたく通知する。

なお、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規

定に基づく技術的な助言である。

１ 目的

婦人保護施設には、様々な困難を抱える被害者が入所しており、入所者の中には、配

偶者からの暴力や性暴力等の被害に加え、何らかの障害あるいは疾病を複合的に抱えて

いるケースもあることから、個々のケースに応じたきめ細かな支援の強化を図るため、

婦人保護施設に個別対応を行う職員（以下「個別対応職員」という。）を配置し、入所者

に対する適切な支援体制を確保することを目的とする。

２ 対象施設

婦人保護施設において、個別対応職員を配置しようとする者は、都道府県知事が定め

る期間内に都道府県知事へ事業実施に係る指定の申請を行い、都道府県知事の指定を受

けることとする。

なお、当該施設は、「婦人保護施設の設備及び運営に関する最低基準」（平成 14 年 3 月

27 日厚生労働省令 49 号）（以下「最低基準」という。）が遵守されており、かつ法人及

び施設の運営が適正に行われていること。

資料７
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３ 個別対応職員の要件

個別対応職員は、次の各号のいずれかに該当する者をもって充てること。

（１）婦人保護事業、社会福祉事業に従事した経験のある者

（２）社会的信望、婦人保護事業に対する理解があり、都道府県知事が適当と認めた者

４ 個別対応職員の業務内容

（１）特に個別の対応が必要とされる入所者への個別面接

（２）当該入所者への生活場面での１対１の対応

（３）地域で自立するための公的機関等への同行支援

（４）関係機関との連絡調整

（５）その他

５ 運営上の留意点

（１）最低基準の職員配置を満たしており、婦人保護事業費国庫補助金の対象となる職員

として国庫補助金の交付を既に受けている職員とは別に個別対応職員を１名配置する

こと。

（２）入所者との信頼関係の構築に努めること。

（３）効果的な支援の実施のため、個人情報の適切な管理に十分配慮した上で、関係者間

での情報の共有に努めるとともに、業務上知り得た情報を漏らすことがないよう、関

係者に対し、個人情報の取扱いについて守秘義務を課すこと。

６ 経費

個別対応職員の配置に要する経費については、平成１５年１月２９日厚生労働省初雇

児第 0129001 号厚生労働事務次官通知の別紙「婦人保護費国庫負担金及び国庫補助金交

付要綱」によるものとする。
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